
　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

　■重点施策１　消費者被害の未然防止と早期救済の推進

　　１　消費生活相談機能の充実・強化

　　　（１）市町村における相談機能の強化支援

1
市町村の広
域連携の支
援

　単独では消費生活相談窓口の開設が困難な町村
における相談体制を確立し、消費生活相談機能の向
上を図るため、市町村間の広域連携推進に向けた
取組を支援する。

【課題】
広域連携相談では、限られた人員でより広い地域
の相談業務をカバーできるというメリットがあるが、
一方で、連携の形式によっては、相談者が遠方に
出向かなければならなくなるデメリット等もあり、地
域の実情に応じた工夫が必要となる。

【今後の方針】
県内各地域で実施されている広域連携相談の実態
を継続的に把握し、今後広域連携を検討している市
町村に助言ができるように情報収集をする。

○県内で専門相談員を配置していない2町村（産山
村、津奈木町）住民の消費生活相談対応を県消費
生活センターで行うことで2町村への支援を行う。
○地方消費者行政強化交付金（推進事業分）の活
用期限を迎える市町村や広域連携を行っている市
町村を訪問し、現状確認と今後の方向性について
の協議を行う。

〇県内で専門相談員を配置していない2町村（産山
村、津奈木町）住民の消費生活相談対応を県消費
生活センターで行うことで2町村への支援を行った。
また、令和８年４月から水俣市と津奈木町が広域連
携を開始することが決定し、津奈木町に専門相談員
が配置されることとなった。
〇市町村における消費者行政を推進するため、広
域連携を行っている市町村を訪問し（八代市、人吉
市、天草市、上益城5町）、現状確認と今後の方向
性等について意見交換を行った。

消費生活
課

企画推進
班

2

市町村にお
ける消費生
活相談業務
への支援

　市町村の消費生活相談窓口の機能強化のため、
相談業務や職員の意識啓発に必要な研修会や情報
交換会等を実施するとともに、市町村消費生活相談
員に対する受入及び訪問による指導を行う。日常的
な助言、指導は市町村ホットラインとともにＩＣＴも活
用し、丁寧に行う。また、市町村が行うあっせんに際
して、求めに応じて立ち会う等の支援を行う。

【課題】
〇市町村の消費生活相談員の人件費等にも活用さ
れている地方消費者行政強化交付金（推進事業
分）がその活用期限を迎えるという課題があり、国
による安定的かつ恒久的な財源措置を要望してい
る。
〇デジタル化の進展により、契約や決済手段等が
多様化するのに伴い、消費生活相談が複雑・困難
化している。

【今後の方針】
〇国への要望を継続していくとともに、交付金の活
用期限を迎える市町村と連携して対応を検討する。
市町村からの経由相談に対応するとともに、必要に
応じて共同あっせん等を実施する。また、県消費生
活センターと市町村窓口等をオンラインでつなぎ、
解決に向けた支援を行う。
〇市町村のニーズ沿った研修（市町村職員研修、
巡回指導、受入研修等）を体系的に実施する。な
お、様々な機会を捉え、ＩＣＴを活用してオンライン配
信を実施する。

○地方消費者行政強化交付金（推進事業分）の活
用期限を迎える市町村や広域連携を行っている市
町村を訪問し、現状確認と今後の方向性について
の協議を行う。
○市町村の消費者行政担当職員を対象とした研修
を5/12に対面で実施。消費者行政担当者など40名
が参加。
○引き続き、市町村消費生活相談員連絡会議を開
催するとともに、市町村からの経由相談、受入研
修・巡回訪問等により市町村の相談対応力の向上
を図る。
※受入・巡回訪問研修　6市町村希望

○市町村の消費者行政担当職員を対象として5/12
に研修会を対面で実施。消費者行政担当者など40
名が参加。地方消費者行政強化交付金（推進事業
分）の活用期限について情報共有。
○市町村消費生活相談員連絡会議を開催（12/4）。
消費生活相談員など23名が参加。
○消費生活相談員受入研修：4市、巡回訪問研修：2
市2町
○市町村からの経由相談対応：93件
○解決困難事例の解決方法や法解釈等について、
県弁護士会と県及び市町村相談員による定期的な
勉強会を開催。
※第1回：7/24、第2回：11/27

消費生活
課

企画推進
班

消費者支
援班

3

市町村に対
する消費者
被害情報提
供

　市町村における消費者啓発・情報提供を支援する
ため、県民に必要な重大事故情報等、タイムリーな
消費者被害情報を市町村に提供する。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
県民に必要な重大事故情報や消費者被害情報をタ
イムリーに市町村に提供する。

○県民に必要な重大事故情報や消費者被害情報
をタイムリーに市町村に提供する。（消費者トラブル
注意報、国からの情報メール、景表法等の法執行
措置情報等は随時提供）
○消費者被害情報に関する市町村広報誌向け原
稿提供する。（毎月）

○県民に必要な重大事故情報、消費者被害情報等
を随時市町村に提供した。（消費者トラブル注意報7
回、国からの情報メール、景表法等の法執行措置
情報等は随時提供。）
○消費者被害情報に関する市町村広報誌向け原
稿提供。（毎月）

消費生活
課

消費者支
援班

4

市町村との
事業者情報
の共有・連携
強化

　消費者取引の適正化のため、悪質事業者への法
執行に繋がるような情報を集約することを目的とし、
会議や研修において、市町村と過去の行政処分・行
政指導等の情報を共有することによって、市町村か
らの情報提供に関する働きかけを行う。

【課題】
迅速、的確な情報提供・共有の実施。

【今後の方針】
引き続き、悪質事業者の情報（行政処分・行政指導
等に関する情報を含む。）を市町村に提供する。

○悪質事業者の情報（行政処分・行政指導等に関
する情報を含む。）を市町村に提供する。

〇消費者庁や経済産業省が実施した行政処分等を
各市町村の消費者行政担当者に対し、２２件の情
報提供を行い、情報共有した。

消費生活
課

消費者支
援班

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

1
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5

市町村に対
する多重債
務相談実施
の支援

　市町村における多重債務相談実施を支援するた
め、市町村担当職員に対して多重債務に関する研
修を行う。

【課題】
〇生活再生支援対策研修会について、対面方式で
の開催で遠方の市町村は、参加しにくい状況だっ
た。
〇お金の悩み無料相談会について、同じ開催地が
続いていたため、相談会の実績が少なく多重債務
者の掘り起こしにつながるような開催地を検討する
必要がある。

【今後の方針】
〇生活再生支援対策研修については、ハイブリット
やオンラインでの開催を検討する。
〇お金の悩み無料相談会については、多重債務者
対策協議会専門部会の意見を踏まえ、これまで開
催したことがない合志市と水俣市で開催を予定す
る。

○生活再生支援対策研修会を11月に実施予定。
○市町村相談員がお金の悩み無料相談会（年2回）
に同席しての実地研修を実施し、市町村における多
重債務相談実施を支援。

○生活再生支援対策研修会を12月に、現地とオン
ラインのハイブリット形式で実施し、218名が参加。
○市町村相談員がお金の悩み無料相談会（9/14合
志市、11/30水俣市）に同席する実地研修を実施。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（２）県消費生活センターの専門的・広域的な機能の充実・強化

6
消費生活相
談員等レベ
ルアップ事業

　県消費生活センターの消費生活相談員を各種研
修に参加させて、多種多様な消費生活相談への対
応に必要な知識の習得と相談処理能力のレベル
アップを図る。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化しており、こ
れらに対応し、解決していくためには、消費生活セ
ンターの広域的、専門的な知識や技術の維持ある
いは向上を図っていく必要がある。

【今後の方針】
国民生活センター等が開催する消費生活相談員向
けの研修に相談員を参加させ、問題解決のための
専門的な知識の習得等に繋げ、県センター全体の
レベルアップを図る。

○国民生活センター等が開催する消費生活相談員
向けの研修に相談員を参加させ、更なるスキルアッ
プを図る。また、消費者からの相談件数が多く、問
題解決のために専門的な知識が必要となるテーマ
や必要なスキルについて、内部研修を実施する。
※国民生活センター等研修参加予定、センター例
会前研修開催

〇国民生活センター研修では、基礎力強化研修、
専門事例講座など１０テーマ、延べ１５名の相談員
が参加し個々のスキルアップとともに、研修内容を
センター内で共有し県センター全体のレベルアップ
を図った。

消費生活
課

消費者支
援班

7
消費生活相
談事例検討
事業

　県弁護士会と定期的な勉強会を開催し、解決困難
事例の解決方法や法解釈等について理解を深め、
消費生活相談処理能力の向上を図る。また、ＩＣＴを
活用した市町村支援事業により、市町村からの参加
も可能とする。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化しており、こ
れらに対応し、解決していくためには、消費生活セ
ンターの広域的、専門的な知識や技術の維持ある
いは向上を図っていく必要がある。なお、県は市町
村に対し技術的援助を行うとともに、市町村の消費
生活相談についての支援も併せて行う必要がある。

【今後の方針】
悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情報
について、ホームページに掲載するとともに、報道
機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害の
未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。

○県弁護士会と県及び市町村相談員による勉強会
を開催する。また、顧問弁護士及び専門相談アドバ
イザーに対して、関係法令の解釈等の高度な判断・
助言を依頼する。

〇第1回勉強会
・日時　令和7年7月24日
・事例　①ファイル共有ソフト使用による著作権侵
害、②新車購入に伴う契約トラブル
・参加　会場参加24名、オンライン参加26名

〇第2回勉強会
・日時　令和7年11月27日
・事例　①エステ契約の中途解約に伴うクレジット中
途解約手数料、②分電盤の点検商法
・参加　会場参加21名、オンライン参加23名

消費生活
課

消費者支
援班

8
緊急な消費
者被害情報
の提供

　消費者被害の未然防止と拡大防止のため、寄せら
れる相談の中から悪質商法の新たな手口や重大事
故情報等について、県のホームページへの掲載や
市町村等の関係機関に情報提供するなど、緊急か
つタイムリーに県民に対して注意喚起を行う。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
消費者の多岐にわたる消費生活に関する相談・苦
情の解決に向け、関係法令の解釈等の高度な判
断・助言を仰ぐことにより、効率的・効果的な解決を
図る。

○悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情
報について、ホームページに掲載するとともに、報
道機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害
の未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。
※消費者トラブル注意報、熊日くまもと消費者被害
ゼロキャンペーン情報提供、市町村広報誌向け原
稿提供

○消費者被害の未然防止と拡大防止のため、消費
者トラブル注意報を7件発出。
○熊日くまもと消費者被害ゼロキャンペーン情報提
供。（5回）
○市町村広報誌向け原稿提供。（毎月）

消費生活
課

消費者支
援班
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参考　１

9
生活情報の
提供

　県民の消費生活の安定や向上に資するため、県
のホームページ等を活用して県民に生活情報等を
提供する。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
引き続き県民へ注意喚起を行い、消費者被害の未
然防止と拡大防止を図る。

○ホームページに消費生活に関する各種生活情報
を掲載する。地元マスコミ等の協力を得て、県民へ
最新情報を提供する。

○ホームページに消費生活に関する各種生活情報
を掲載するとともに、地元マスコミ等の協力を得て、
県民へ最新情報を提供した。
※熊日せいかつQAに26回掲載

消費生活
課

消費者支
援班

10
消費者月間
記念事業の
開催

　県民が消費生活への関心を持つきっかけとするた
め、「消費者月間」の5月に、相談会、相談窓口等の
広報・啓発等を集中的に実施する。

【課題】
消費者トラブルに遭った時に、どこに相談すればい
いのかわからない等の理由から相談まで行きつか
ない消費者がいることから、相談窓口の周知が依
然として課題。

【今後の方針】
消費者月間には、引き続き県民に向けた相談窓口
の周知や消費者トラブルに遭わないためにはどうし
たら良いかといった消費者教育の普及や啓発活動
を行う。

○ラジオ、テレビCMにて、広報活動を実施
○下通アーケード内にて街頭キャンペーン（5/10）を
実施
○パネル展の実施（県庁地下展示スペース、くまも
と県民交流館パレア9階ロビー、熊本県立図書館1
階ギャラリー展示場）
○令和６年度消費者相談概要等の報道機関への
情報提供
○消費者月間記念勉強会及び消費者支援功労者
表彰伝達式（5/30）
○県内一斉消費者トラブル相談(5/30）を実施

○ラジオ、テレビCMにて、広報活動を実施した。
○下通アーケード内にて街頭キャンペーンを実施し
た（5/10）。
○パネル展を実施した（県庁地下展示スペース、く
まもと県民交流館パレア9階ロビー、熊本県立図書
館1階ギャラリー展示場）。
○令和6年度消費者相談概要等の報道機関への情
報提供を行った（5/29）。
○消費者月間記念勉強会及び消費者支援功労者
表彰伝達式を行った（5/30）。
○県内一斉消費者トラブル相談を実施した（5/30）。

消費生活
課

企画推進
班

11

県消費生活
センターにお
ける苦情相
談処理、あっ
せん処理

　消費者被害の回復と未然防止を図るため、助言、
あっせん、情報提供等の消費生活トラブルの解決に
向けた相談業務を行う。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
消費者から寄せられた消費生活相談について、助
言、あっせん、情報提供等の消費生活トラブルの解
決に向けた相談業務を実施する。

○消費者から寄せられた消費生活相談について、
助言、あっせん、情報提供等の消費生活トラブルの
解決に向けた相談業務を実施する。

○消費者から寄せられた消費生活相談について、
助言、あっせん、情報提供等の消費生活トラブルの
解決に向けた相談業務を実施し、県センターへの相
談件数４，８０３件で前年度比１０％の増加、被害救
済額は約８，０００万円となった。

消費生活
課

消費者支
援班

12
消費者苦情
処理委員会
の開催

　消費者苦情の解決のため、あっせん・調停を行うと
ともに、必要な事項を審議するため、苦情処理委員
会を開催する。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化しており、こ
れらに対応し、解決していくためには、消費生活セ
ンターの広域的、専門的な知識や技術の維持ある
いは向上を図っていく必要がある。

【今後の方針】
必要に応じて苦情処理委員会を開催し、消費者苦
情についてあっせん等解決に必要な事項を審議す
る。

○消費者と事業者の情報力、交渉力の差に鑑み、
あっせん・調停を行うとともに、必要な事項を審議す
るため、苦情処理委員会を開催する。

○苦情処理委員会を組織し開催に備えたが、事案
発生には至らなかった。

消費生活
課

消費者支
援班

13

顧問弁護士
及び専門相
談アドバイ
ザーの設置

　消費生活に関する相談・苦情を効率的・効果的な
解決を図るため、関係法令の解釈等の高度な判断・
助言を行う顧問弁護士及び専門相談アドバイザーを
設置する。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
消費者の多岐にわたる消費生活に関する相談・苦
情の解決に向け、関係法令の解釈等の高度な判
断・助言を仰ぐことにより、効率的・効果的な解決を
図る。

○顧問弁護士及び専門相談アドバイザーに対して,
関係法令の解釈等の高度な判断・助言を依頼す
る。
※顧問弁護士　5件

〇相談事例（顧問弁護士対応：5件）
・訪問販売による蓄電池設置工事トラブル
・友の会積立金の返金に関するトラブル
・投資に関するセミナー勧誘行為
・在住外国人の日本語理解不足による契約の有効
性
・通信契約の集客に関する問題

消費生活
課

消費者支
援班

3
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参考　１

14
消費生活広
報事業

　消費者被害や多重債務問題といった潜在的な相
談を掘り起し、消費者被害への注意喚起を行うた
め、テレビ等の広報媒体を活用して消費者被害の注
意、消費生活センターのPRを行う。

【課題】
消費者被害の注意喚起は消費者庁、警察等と連携
し、正確な情報を素早く広めることが求められてい
る。

【今後の方針】
引き続き、県民に対して消費者被害の注意喚起を
行い、消費生活課としての取り組みを各種媒体を活
用して広く周知・啓発していく。

○広報課の広報媒体（広報テレビ・ラジオ等）を活用
し、県民に対して消費者被害の注意喚起を行うとと
もに、連携協定企業のチラシ、ポスター等掲示、月
間における庁内展示を行い消費者行政の普及啓発
に努める。

○広報課の広報媒体（広報テレビ・ラジオ等）を活用
し、県民に対して消費者被害の注意喚起を行うとと
もに、連携協定企業のチラシ、ポスター等掲示、月
間における庁内展示を行い消費者行政の普及啓発
に努めた。

消費生活
課

企画推進
班

15

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成講座」を実
施（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班

16
住宅情報提
供・相談事業

　住宅情報の提供･住宅相談業務体制の整備を図る
ため、（一財）熊本県建築住宅センターが開設する相
談所の運営・講習会等に要する費用の一部につい
て補助を行う。

【課題】
住宅に関する消費者トラブルへの対応として、住ま
いに関する専門家への相談や住宅情報提供への
需要がある。

【今後の方針】
住宅消費者の支援及び保護のため、引き続き、住
宅情報提供・相談事業を実施する。

○(一財)熊本県建築住宅センターが実施する次の
事業に係る費用の一部を助成。
・建築、法律、融資など県民からの様々な住宅に関
する相談に無料で応じる相談所を開設（毎月実施
中）
・窓口に来場できない県民向けに電話相談を実施
（常時）
・分譲マンションの適正な管理運営支援のための県
民向けセミナーを開催（マンション管理基礎セミ
ナー、10月開催予定）
・住まいのリフォームフェアにおいて、住宅情報の提
供、無料相談会の開催（3月開催予定）

○(一財)熊本県建築住宅センターが実施する次の
事業に係る費用の一部を助成。
・建築、法律、融資など県民からの様々な住宅に関
する相談に無料で応じる相談所を開設（相談件数51
件）
・窓口に来場できない県民のための電話相談対応
（相談件数13件）
・分譲マンションの適正な管理運営支援のための県
民向けセミナー及び相談会を開催（10/22開催、セミ
ナー受講者51名、相談件数4件）

住宅課 計画班

　　２　多重債務者に対する生活再生支援

　　　（１）庁内連携推進のための研修会の開催及び市町村庁内連携の推進

17

市町村の庁
内連携体制
構築の支援
（消費生活相
談）

　複雑化、多様化している消費生活相談に対し、市
町村の相談窓口で連携して適切に対応していくた
め、職員研修への講師派遣を行う。

【課題】
庁内連携により消費生活相談を消費生活センター
等に繋ぐ件数は市町村により差が見られるが、例え
ば消費者行政が庁内のどの部門の所管であるか等
によっても連携のし易さは大きく異なるため、消費者
行政担当部署単独では解決し難い事情に因る場合
もある。

【今後の方針】
市町村に対し研修等で好事例を共有する等、庁内
連携の重要性を周知する取組を継続していく。

○市町村の庁内連携体制実施状況を把握するた
め、各市町村への調査と取りまとめを行った。
○市町村の庁内連携体制構築のため、市町村にお
ける職員研修に講師派遣を行う。

○５月に庁内連携アンケートをとりまとめ、アンケー
ト結果を多重債務者対策協議会で発表した。
○市町村の庁内連携体制構築のための市町村に
おける職員研修への講師派遣は要請が無かったた
め実施せず。

消費生活
課

企画推進
班

4
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参考　１

18

市町村の庁
内連携体制
構築の支援
（多重債務相
談）

　多重債務相談の掘り起こしを進めるため、多重債
務問題に係る県多重債務者対策協議会メンバーと
の協働により、職員研修への講師派遣、資料の提供
等の庁内連携推進を支援する。

【課題】
生活再生支援対策研修会について、対面方式での
開催で遠方の市町村は、参加しにくい状況だった。

【今後の方針】
生活再生支援対策研修については、ハイブリットや
オンラインでの開催を検討する。

○市町村の庁内連携体制構築支援のため、必要に
応じ市町村の研修に講師を派遣、情報提供等の支
援を実施。
○生活再生支援対策研修会を開催し、庁内連携体
制構築の意義・方法等について講義を実施予定（11
月開催予定）

○「生活支援対策研修会」を現地とオンラインのハ
イブリット形式で開催し、多重債務問題の概要、生
活再生支援事業、自治体の先進事例について研修
を行った。（12/8、72団体・218名参加）
○市町村の庁内連携体制構築のための市町村に
おける職員研修への講師派遣は要請が無かったた
め実施せず。

消費生活
課

企画推進
班

19
多重債務者
対策協議会
の開催

　多重債務者対策の円滑な推進を図り、関係機関及
び団体相互の連携を強化するため、熊本県多重債
務者対策協議会及び専門部会を開催する。

【課題】
消費者が多重債務状態に陥る要因として、スマート
フォンによる簡易な借入の普及、副業サポートを持
ちかけ高額借入をさせる悪質事業者の増加、物価
高騰の影響を受けた借入などが挙げられ、県内の
多重債務相談は増加傾向にある。

【今後の方針】
多重債務問題は依然として対策すべき重要な消費
者問題であることを、協議会で改めて共有し、関係
機関及び団体相互の連携を強化する。

○専門部会の開催（年2回：5/19に1回目を対面で
開催）
○協議会を開催（関係各団体の取組状況等、情報
交換の実施）
○お金の悩み無料相談会の実施（年2回）
○多重債務相談窓口の周知等の啓発活動

○専門部会開催。（1回目を5/19に開催。2回目を
2/19に開催）
○協議会を開催。（6/23開催、各関係団体の取組
状況等、情報交換の実施）
○お金の悩み無料相談会の実施（2回）
・第1回：9/13　　合志市、相談件数7件
・第2回：11/30　水俣市、相談件数1件
○多重債務相談窓口の周知啓発
・生活再生総合支援リーフレットまたは多重債務
リーフレットを関係団体等に送付。
・SNS広告による広報の実施
・新聞広告等への掲載

消費生活
課

企画推進
班

20
生活再生支
援対策研修
会の実施

　多重債務問題をはじめとする様々な問題を抱える
生活困窮者の生活再建を支援するため、徴収・督促
事務を行う行政職員に対し研修会を実施する。

【課題】
生活再生支援対策研修会について、対面方式での
開催で遠方の市町村は、参加しにくい状況だった。

【今後の方針】
生活再生支援対策研修については、ハイブリットや
オンラインでの開催を検討する。

○消費者行政職員、徴収部門職員、福祉・保健部
門職員、関係団体等を対象に生活困窮者の生活再
生を支援するため、徴収・督促事務を行う行政職員
に対し、以下の内容で研修会を実施予定。
　（開催時期11月を予定）
　　講義例　（１）多重債務問題の概要
　　　　　　　 （２）生活再生支援事業について
　　 　　　　　（３）自治体等の先進事例発表

○「生活支援対策研修会」を開催し、多重債務問題
の概要、生活再生支援事業、玉名市の先進事例発
表を行った。（12/8、72団体・218名参加）

消費生活
課

企画推進
班

21

熊本県生活
困窮者自立
支援プラン
推進事業（家
計改善支援
事業）

家計の状況を適切に把握すること及び家計の改善
の意欲を高めることを支援するとともに、必要な資金
の貸付のあっせんを行う。

【課題】
自立相談支援機関への新規相談には、長引く物価
高騰の影響で経済的に困窮しているケースも多く、
家計改善の支援を行う本事業はニーズが高い事業
となっている。

【今後の方針】
引き続き、各地域における相談事業を継続する。

○各市に働きかけ、希望する5市と県とで事業を共
同実施するなど、県内全市町村を事業対象地域と
して事業を実施し、実施割合100％を達成。
○県と5市による共同事業では、県内に2箇所の拠
点を設け、それぞれに相談員を配置し広域での家
計相談に対応。

○各市に働きかけ、希望する5市と県とで事業を共
同実施するなど、県内全市町村を事業対象地域と
して事業を実施し、実施割合100％を達成。
○県と5市による共同事業では、県内に2箇所の拠
点を設け、それぞれに相談員を配置し広域での家
計相談に対応。（R7相談件数：433件）

社会福祉
課

生活支援
班

　　　（２）多重債務者等の生活再生支援の推進

22

消費者自立
のための生
活再生総合
支援事業

　債務整理後の生活再生に向けた家計診断・生活指
導を行うとともに、必要に応じて、生活再生中に発生
した臨時的な生活資金に対する貸付を行うなど、債
務整理から生活再生までの一貫した支援を、民間団
体と連携して実施する。

【課題】
相談件数は依然として増加しており、事業継続が重
要となる。

【今後の方針】
様々な機会を捉えて事業の周知を継続していく。

○消費者自立のための生活再生総合支援事業の
重要性を認識し、以下の取組を継続して実施する。
・生活再生相談（面談件数：43件）
・家計診断（家計相談：42件）
・個別要因に応じたトラブル解決支援（債務整理希
望：7件）
・熊本地震被災者支援（熊本地震被災者を対象とし
たセーフティネット貸付：1件）

○「グリーンコープ生活協同組合くまもと」に委託し、
消費者自立のための生活再生総合支援事業を以
下のとおり実施。
・生活再生相談（面談件数：586件、電話件数933件）
・家計診断（家計相談：378件）
・個別要因に応じたトラブル解決支援（法律家等同
行支援419件）
・大規模自然災害被災者支援（熊本地震等の被災
者を対象としたセーフティネット貸付：3件）
○令和2年度以降、新型コロナウイルス感染症によ
る相談件数の増加に対応するため、相談員を増員
して相談体制を強化。

消費生活
課

企画推進
班

5
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23

多重債務者
生活再生支
援事業に係
る広報

　潜在化している多重債務者の掘り起こしを図るた
め、多重債務者生活再生支援事業を広く県民に周
知する。

【課題】
相談件数は近年、再び増加しており事業継続が必
要である。

【今後の方針】
様々な機会を捉えて事業の周知を継続していく。

○多重債務者生活再生支援事業の周知リーフレッ
トを県内小売店等へ配布予定。
（※広報要望事項をもとに広報Ｇが実施）

○多重債務者生活再生支援事業の周知リーフレッ
トを県内小売店等へ配布。
○インターネット媒体を利用した広報を実施。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（３）多重債務者等を対象とした相談会の開催

5
(再)

市町村に対
する多重債
務相談実施
の支援【再
掲】

　市町村における多重債務相談実施を支援するた
め、市町村担当職員に対して多重債務に関する研
修を行う。

【課題】
〇生活再生支援対策研修会について、対面方式で
の開催で遠方の市町村は、参加しにくい状況だっ
た。
〇お金の悩み無料相談会について、同じ開催地が
続いていたため、相談会の実績が少なく多重債務
者の掘り起こしにつながるような開催地を検討する
必要がある。

【今後の方針】
〇生活再生支援対策研修については、ハイブリット
やオンラインでの開催を検討する。
〇お金の悩み無料相談会については、多重債務者
対策協議会専門部会の意見を踏まえ、これまで開
催したことがない合志市と水俣市で開催を予定す
る。

○生活再生支援対策研修会を11月に実施予定。
○市町村相談員がお金の悩み無料相談会（年2回）
に同席しての実地研修を実施し、市町村における多
重債務相談実施を支援。

○生活再生支援対策研修会を12月に、現地とオン
ラインのハイブリット形式で実施し、218名が参加。
○市町村相談員がお金の悩み無料相談会（9/14合
志市、11/30水俣市）に同席する実地研修を実施。

消費生活
課

企画推進
班

　　３　消費生活の安全・安心の確保

　　　（１）生命・健康等の安全・安心の確保

24

県消費生活
センターにお
ける商品テ
ストの実施

　衣食住の危害危険や品質に関する消費者被害の
未然防止と救済を図るため、相談・苦情品について
原因究明のための商品テストを実施する。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
衣食住の危害危険や品質に関する相談を受け、国
民生活センター・NITE等の関係機関と連携し解決を
図る。

○食品・被服・電気製品など商品に関して、消費者
から寄せられるさまざまな安全・安心に関わる苦情・
相談に対し、原因を究明するため国民生活セン
ター・NITE等の関係機関と連携して商品テストを実
施し、専門的知見に基づいた助言を実施する。

〇商品テストに関する処理状況
・技術回答件数：155件（衣服分野19件、食物分野18
件、住居71件、その他47件）
・うち苦情処理テスト実施件数： 3 件（コートの裏地
破れ、合皮コートの被膜剥がれ、掃除機ヘッドの
LEDライトの不具合）

消費生活
課

消費者支
援班

25

消費生活用
製品安全法
に基づく指導
及び啓発

　消費生活用製品の安全性の確保のため、事業者
に対し立入検査を実施するとともに、消費者、事業
者に対し、啓発活動を行う。

【課題】
一般消費者が製品の品質を正しく認識し、その購入
に際し不測の損失を被ることのないように、事業者
は家庭用品の品質に関する表示を適正に行う必要
がある。

【今後の方針】
確実な法執行と事業者指導の実施を行う。

○消費生活用製品を販売する事業者に対し立入検
査（4店舗予定）を実施するとともに、ホームページ
や報道機関を通して、啓発活動を行う。

○国からの消費者被害情報等を随時市町村に提供
するとともに、消費生活用製品を販売する事業者に
対し立入検査を実施した。
※立入検査：4店舗

消費生活
課

消費者支
援班

26

食の安全安
心に関する
出前講座や
セミナー等の
開催

　食の安全安心に関する県民の知識の普及や理解
促進のため、消費者等の関心の高いテーマ（食品表
示、食品添加物等）を設定した食の安全セミナーや
地域での意見交換会等を開催するとともに、食品表
示制度や食の安全性確保に関する取組みについて
の出前講座や研修会等も積極的に実施する。

【課題】
食品表示は、関連法令が多岐にわたり、表示内容
も複雑なことから、事業者の制度に対する理解不足
や確認漏れ等による不適正表示が依然として見ら
れる。

【今後の方針】
各種講習会等について、講習会の内容や開催時期
等を検討し、食品表示の更なる適正化へ向けて、消
費者等への正確な情報提供を推進する。

○出前講座の実施（募集中）
○特定テーマによる「食の安全セミナー」の開催（時
期未定）
○食品適正表示推進者講習会の開催（8～10月、12
～2月予定）
○業種別講習会の開催（時期未定）

○出前講座の実施（20回）
○特定テーマによる「食の安全セミナー」の開催（1
回）
　　（テーマ「輸入食品」、11月開催、50人）
○食品適正表示推進者講習会の開催（8～10月、12
～2月）
○業種別講習会の開催（11回）

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

6
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
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担当課・班名
（内線番号）

参考　１

27
食品衛生に
係る啓発指
導

　食品衛生に関する意識の向上を図るため、県民及
び食品等事業者を対象として、パンフレット、ビデオ
等による講習会を実施する。

【課題】
特になし

【今後の方針】
引き続き、講習会を通じて食品による健康被害防止
対策や適正表示、食品衛生に関する知識の普及を
図る。

○食品事業者等を対象とした講習会を開催
○消費者を対象とした講習会を実施
○給食施設従事者を対象とした講習会を実施

○食品事業者等を対象とした講習会を開催(109回、
5,603人参加）
○消費者を対象とした講習会を実施（28回、757人
参加）
○給食施設従事者を対象とした講習会を実施（28
回、903人参加）

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

28

健康食生活・
食育推進に
おける普及
啓発

　「熊本県健康食生活・食育推進計画」に基づき、6
月の「食育月間」や各種イベント等で、関係者と協働
して、食育の推進にかかる県民の意識啓発のため
の取組みを実施する。

【課題】
食育の考え方や内容を知り、日常生活の中に活か
している県民の割合は、４２．１％であり、関係機関
等による様々な取組が活発になる等、食育の動き
は広まりつつあるものの県民への浸透は十分とは
言えない。県民一人ひとりへ広く食育の考え方や内
容を浸透させることが必要。

【今後の方針】
第４次熊本県健康食生活・食育推進計画に基づき、
市町村をはじめとした関係機関・団体と連携し、「熊
本県民食生活指針」を活用し、食品ロス削減を意識
し、食品を無駄なく使いきる等、食育の普及啓発を
行う。併せて「野菜摂取増加」や「減塩」を広めるた
め民間企業・団体と連携し、県民（特に働き盛り期）
が自然と健康になれる食環境の整備を強化する。

○県庁地下展示ケースや熊本市役所、九州農政局
での食育関係展示（6月）
熊本市、九州農政局合同で食育月間該当キャン
ペーンを開催（6/2）
県下一斉で食育月間イベントを開催（6月）
○各保健所、市町村において食育に関する啓発を
実施（通年）
○県農業フェアへの出展（11月）

○県庁地下展示ケースや熊本市役所、九州農政局
での食育関係展示。（6月）
○（6/3）
○県農業フェアへの出展。（11/8、9）

健康づく
り推進課

健康長
寿・食育

班

29

福祉サービ
ス第三者評
価結果の公
表

　福祉サービスの質の向上及び利用者の適切な福
祉サービスの選択に資するため、福祉サービス第三
者評価結果を公表する。

【課題】
事業開始（平成１８年度）から令和６年度末までの福
祉サービス第三者評価の受審件数（累計）は、６１０
件で、目標の６８８件に達していない。

【今後の方針】
引き続き、福祉サービス事業所向けの研修会や、
指導監査等の場を活用し、制度の意義・効果等に
ついて周知し、受審促進を図っていく。

○利用者の適切な福祉サービスの選択に資するた
め、引き続き、福祉サービス第三者評価結果の公
表を実施。
○ホームページ等により、福祉サービス第三者評価
結果の公表を予定。

○利用者の適切な福祉サービスの選択に資するた
め、引き続き、福祉サービス第三者評価結果の公
表を実施。
○ホームページ等により、福祉サービス第三者評価
結果を公表。(令和5～8年度公表分64施設）

社会福祉
課

指導監査
班

30

社会福祉法
人・施設に対
する指導監
査結果の公
表

　社会福祉法人・施設の利用希望者の選択に資する
ため、県のホームページ等により社会福祉法人・施
設に対する指導監査結果を公表する。

【課題】
特になし。

【今後の方針】
　引き続き、福祉サービスの質の向上に資するよう
適切な指導監査を実施するとともに、その結果を公
表する。

○利用希望者の選択の参考とするため、引き続き、
指導監査結果の公表を実施。
○令和6年度の指導監査結果を追加し、過去3年度
分を令和7年7月に公表予定。（100法人、260施設）

○利用希望者の選択の参考とするため、引き続き、
指導監査結果の公表を実施。
○令和6年度の指導監査結果を追加し、過去3年度
分を令和7年10月に公表。（100法人、260施設）

社会福祉
課

指導監査
班

31
医療機能情
報提供事業

　病院等の適切な選択に資するため、病院、診療所
及び助産所が県に報告する医療機能に関する一定
の情報について、全国統一システム「医療情報ネッ
ト」に掲載し、分かりやすく県民へ提供する。

【課題】
「医療情報ネット（ナビイ）」の利用促進。

【今後の方針】
サービスの適切な運営及び周知を引き続き行って
いく。

○利用促進のため、広報課の媒体を活用し県民へ
周知を行う予定（ラジオ等）

○利用促進のため、広報課の媒体を活用し県民へ
周知を実施した（広報ラジオ）

医療政策
課

総務・医
事班

7
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参考　１

32
食の安全安
心確保に係
る情報提供

  食の安全安心確保のため、食の安全に関する県の
施策や関係団体の取組について、県のホームペー
ジ等を活用し、県民へ積極的な情報提供を行う。

【課題】
情報の掲載場所が整理されておらず、食の安全安
心に関する情報の収集が難しい状態であった。

【今後の方針】
令和７年度、新たに開設したポータルサイトを活用
する。情報を整理し積極的に発信する。

○食品検査結果等、食の安全安心に関する情報を
県ホームページに掲載する。

○食品検査結果等、食の安全安心に関する情報を
県ホームページに29回掲載した。

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

33

医薬品等安
全確保対策
事業（薬事監
視指導、毒
物劇物営業
者への監視・
指導、業務
上取扱者へ
の立入調査・
指導）

　医薬品等の品質管理や有効性・安全性を確保する
ため、薬局及び販売業者等に対する監視指導を実
施するとともに、毒物劇物について、保健衛生上の
見地から必要な取締等を行う。

【課題】
依然として、販売ルールを遵守していない医薬品販
売業者等や毒物劇物等の保管管理等が徹底されて
いない事業者が存在するため、更なる監視・指導の
徹底が必要。

【今後の方針】
引き続き、薬局及び販売業者等に対する監視指導
を実施するとともに、毒物劇物について、保健衛生
上の見地から必要な取締等を行う。

○医薬品等の品質管理や有効性・安全性を確保す
るため、薬局及び販売業者等に対する監視指導を
実施するとともに、毒物劇物について、保健衛生上
の見地から必要な取締等を行う。

○薬局及び販売業者等に対する監視指導を実施す
るとともに、毒物劇物について、保健衛生上の見地
から必要な取締等を行った。
　薬局等への監視件数：328件
　毒物劇物販売業者への監視件数：66件

薬務衛生
課

監視麻薬
班

34
食品検査体
制整備

　食品の安全性確保のため、生産から流通に至る各
段階における、添加物や残留農薬等の検査を実施
するための機器等の整備を行う。

【課題】
生産から流通に至る各段階における残留農薬等の
食品検査により、食の安全安心を確保する必要が
ある。

【今後の方針】
現在の検査体制を維持する。昨年度と同数の検査
を実施予定。

○検査の実施
（検査が可能な農薬等の種類：約600種類）

○生産段階・流通段階の県産主要農林水産物113
検体について、約600種類の農薬等の検査を実施
し、すべて違反なし。

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

35
食品営業監
視事業

　飲食に起因する危害の発生を未然に防止するた
め、食品営業申請者に対する事前指導及び営業施
設への監視指導を行う。

【課題】
監視指導率の低下

【今後の方針】
引き続き、監視指導及び巡回指導を実施

○食品衛生監視員による施設の監視指導を実施
○食品衛生指導員による巡回指導を実施

○食品衛生監視員による施設の監視指導を実施
（監視指導率84.76％）
○食品衛生指導員による巡回指導を実施（16,461
施設）

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

36

食品の流通
段階におけ
る安全性確
保

　県内に流通する食品について、食品の成分規格、
食品添加物、残留農薬、アレルゲン等の検査を行
う。

【課題】
食品衛生法違反事例が散見

【今後の方針】
引き続き、食品の検査・監視指導を実施

○食品の成分規格、食品添加物、残留農薬、アレ
ルゲン等の検査を実施

○成分規格（微生物）62件、成分規格（重金属等）10
件、食品添加物125件（輸入品含む）、残留農薬検
査50件（輸入品含む）の実施
（うち、成分規格における基準超過４件）
○アレルゲン検査16件の実施

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

37
と畜検査事
業

　県内のと畜場で処理される獣畜について、食用可
否を判断し安全な食肉を提供するため、と畜検査を
行うとともに、と畜場への衛生指導等を行う。

【課題】
特になし

【今後の方針】
引き続き、全頭のと畜検査や、と畜場への衛生指
導、食肉の輸出に係る衛生証明書発行を行う。

○と畜検査を全頭実施（牛、豚、馬、めん羊・山羊）
○と畜場への衛生指導、不可食部位の適正処理を
確認
○食肉輸出に係る対応を実施（荷口検査、衛生証
明書の発行、査察）

○と畜検査を全頭実施（199,735頭）
○と畜場への衛生指導、不可食部位の適正処理を
確認
○輸出牛肉に係る対応（荷口検査、衛生証明書の
発行（3,251件））

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

38
畜水産物食
品安全対策
事業

　畜水産食品（乳、食肉、卵、魚介類）の安全性の確
保を図るため、食品衛生法に定める基準に関する試
験検査を実施し、
と畜場及び大規模食鳥処理場に対して外部検証等
を実施する。

【課題】
特になし

【今後の方針】
引き続き、食品の検査、監視指導、輸出に係る衛生
証明書発行を行う

○試験検査や外部検証（作業前・作業中点検、書類
点検、微生物検査）を実施
○畜水産食品取扱施設の監視指導を実施
○輸出畜水産物に係る対応（衛生証明書の発行）

○試験検査（75検体）や外部検証（作業前・作業中
点検、書類点検、微生物検査）を実施
○畜水産食品取扱施設の監視指導を実施
○輸出畜水産物に係る対応（衛生証明書の発行
（香港、台湾等394件））

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
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39
食鳥肉処理
安全対策事
業

　安全な食鳥肉を提供するため、県内の大規模食鳥
処理場で処理される食鳥について食鳥検査を行うと
ともに、食鳥処理場への衛生指導を行う。

【課題】
特になし

【今後の方針】
引き続き、全羽のと畜検査や、と畜場への衛生指
導、食肉の輸出に係る衛生証明書発行を行う。

○食鳥検査を全羽実施
○食鳥処理場への衛生指導、不可食部位の適正処
理を確認
○輸出食鳥肉に係る対応（荷口検査、衛生証明書
の発行）

○食鳥検査を全羽実施（17,508,183羽）
○食鳥処理場への衛生指導、不可食部位の適正処
理を確認
○輸出食鳥肉に係る対応（荷口検査、衛生証明書
の発行（39件）

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

40

くまもと食の
安全安心県
民会議等の
運営

　食品の生産から消費に至る各段階の関係団体､学
識経験者により構成する「くまもと食の安全安心県民
会議」等を開催・運営し、それぞれの役割に応じて連
携した取組を行う体制づくりを進める。

【課題】
災害や食の安全安心に関わる問題等が発生した際
に、構成団体が相互に連携できる状況を検討する
必要がある。

【今後の方針】
ポータルサイトの活用等、県民会議の構成団体間
の情報共有の方法について、引き続き検討してい
く。

○県民会議の開催（8月）
○担当者会議の開催（時期未定）

○県民会議の開催（8月）
○担当者会議の開催（1月書面協議）

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

41
食の安全１１
０番

　食の安全安心に係る相談・苦情等の総合窓口（食
の安全１１０番）を設置し、関係課と連携を図りなが
ら、県民に対する迅速・的確な対応及び情報提供を
行う。

【課題】
食品表示は、関連法令が多岐にわたり、表示内容
も複雑であることから、事業者の制度に対する理解
不足や確認漏れ等による不適切な表示が依然とし
て見られる。

【今後の方針】
引き続き、消費者、事業者からの食品表示に関する
相談等に対応する。

電話等による相談等対応の実施（相談件数9件（問
合せ9件））

電話等による相談等対応の実施（相談件数201件
（表示違反13件、問合せ186件、要望・意見・苦情等
0件））

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

42
生活衛生環
境確保対策
事業

　公衆衛生の見地から、県民の日常生活に極めて深
い関係のある理容所、美容所、クリーニング所、興行
場、旅館、公衆浴場等の衛生水準の維持向上を図
るため、営業施設への監視指導を行う。

【課題】
自主点検票の記入内容に則って立入検査を行った
際、点検項目の認識不足があるなど、自主的管理
能力の向上が求められる。

【今後の方針】
営業者に対し呼びかけ等行い、施設の衛生水準の
維持向上を図るため、営業者自身による自主的管
理能力の強化を図る。

○年度当初に監視指導計画を作成し、各営業施設
への立入検査又は自主点検結果の検査を実施。
○四半期毎に、保健所は本庁へ実施状況を報告。
（進捗状況を把握し、必要に応じて保健所へ状況を
確認する。）

○年度当初に営業施設の監視指導計画を作成。
○営業施設への立入検査及び自主点検表を用い
た検査を実施。
実績：自主点検926件、立入検査1144件

薬務衛生
課

営業指導
班

43
医療安全相
談事業

　医療に関する患者・住民の苦情・心配や相談に対
して中立的な立場で対応し、医療提供施設や患者・
住民に対する助言及び情報提供を行う。

【課題】
医療安全相談員の育成。

【今後の方針】
医療安全相談員を積極的に研修へ参加させ、医療
安全相談窓口の対応能力及び医療機関の資質向
上を図る。

○医療安全相談窓口において電話等による相談対
応を行い、必要に応じて関係機関と連携し対応す
る。
○熊本県医療安全推進協議会並びに医療従事者
を対象とした熊本県医療安全研修会を開催し、関係
機関との連携や医療従事者の資質向上を図る。

○医療安全相談窓口において電話等による相談対
応を行い、必要に応じて関係機関と連携し適宜対応
した。
○熊本県医療安全推進協議会を８月に、医療従事
者を対象とした熊本県医療安全研修会を３月に開
催し、関係機関との連携や医療従事者の資質向上
を図った。

医療政策
課

総務・医
事班

44
旅行業立入
検査

　旅行業者の実際の活動状況をより正確に把握して
旅行業法第１条の定める目的を達成するため、旅行
業者に対し、立入検査を実施する。

【課題】
特定の項目（インターネットを利用して旅行業務を行
う場合であり、取引条件説明書面及び契約書面を
電磁的方法で交付する場合には、予め旅行者の承
諾を得ること、取扱い管理者証の交付等）の指摘が
立入検査で見受けられた。

【今後の方針】
　引き続き旅行業務に関する取引の公正の維持及
び旅行の安全の確保を図るために、立入検査を継
続していく。

○熊本県旅行業者等立入検査（通常検査）実施要
領に従い10件程度実施予定。

〇熊本県旅行業者等立入検査（通常検査）実施要
領に従い19件実施した。

観光振興
課

観光創生
班
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45
宅地建物取
引業事務所
調査

　宅地建物取引業の適正な運営を確保し、消費者に
対する被害の未然防止につなげるため、事務所調
査により、業務に関し適切な指導・監督を行う。

【課題】
苦情等への対応

【今後の方針】
苦情等の内容を確認し、業法違反の可能性がある
場合は、適宜立入調査等で実態把握を行い、業法
違反の事実が確認されれば適切に対応を行う。

○新規免許申請のあった事業者について、事務所
調査の実施。
○事務所への立入調査強化月間において、必要に
応じた事業者への指導・監督の実施。

○新規の事務所調査については、77件実施。
○既存業者への立入調査については、８件実施。
指導・監督は８件。

建築課
宅地指導

班

46 計量教室

　計量記念日（11月１日）関連行事として、計量につ
いての知識や計量法上の特定商品・特定計量器な
どの計量制度の普及啓発のため、県内各地域で住
民向けの「計量教室」を開催する。

【課題】
計量教室参加者の年代・性別に偏りが見られるた
め、より多様な県民に参加してもらうことが望まし
い。

【今後の方針】
多様な年代・性別の県民に参加いただけるよう、開
催市町村と連携して開催周知及び参加者募集を行
う。

○益城町、合志市及び天草市において、商品量目
試買調査を中心とした計量教室を11月頃開催予
定。

〇合志市、天草市及び長洲町において、商品量目
試買調査を中心とした計量教室を11月に開催した。
　・合志市（R7.11. 4 / 19名参加）
　・天草市（R7.11.25/ 14名参加）
　・長洲町（R7.11.27/ 21名参加）
〇計量教室参加者を熊本県計量モニター（ボラン
ティア）に任命し、適正計量への理解を促進した。
　・3市町／計54名任命

産業技術
センター

計量グ
ループ

　　　（２）生活関連物資等の安定確保

47

熊本県生活
協同組合連
合会との災
害救助に必
要な物資の
調達と災害
時における
物価の安定
に関する基
本協定

　県と熊本県生活協同組合連合会とが締結した基本
協定に基づき、災害時に救援物資の調達と生活関
連物資の調達及び安定供給を行う。

【課題】
担当者が変更された場合に情報の引継ぎや連携体
制構築が課題。

【今後の方針】
引き続き、年１回の対面による打ち合わせを行い、
顔の見える関係により連携を強化する。

○熊本県災害救助法に係る連絡調整会議に県生
活協同組合連合会とともに出席し、災害時の資源
配分計画等の情報共有を行った。（6/3）
○県生協連と締結した災害時の基本協定につい
て、県生協連と情報交換・協議を行う。

○県生協連と締結した災害時の基本協定に基づき
年１回以上実施する連絡会議については、災害等
による協定の発動がなかったため、双方担当者によ
る打合せに替えて実施し、情報交換を行った
（6/3）。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（３）消費者取引の適正化

48

関係行政機
関や事業者
等に対する
改善要求や
指導・制度改
正に係る情
報提供

　消費者被害の未然防止、拡大防止のため、事業
者・事業者団体に対して改善要求等を行うとともに、
国、警察等の関係行政機関に対して、指導・法改正・
制度改正の要望及び啓発等に係る情報提供又は情
報共有を行う。

【課題】
悪質業者の迅速な情報収集、行政指導等による改
善の徹底。

【今後の方針】
国、警察等の関係行政機関に対して、指導・法改
正・制度改正の要望及び啓発等に係る情報提供又
は情報共有を行う。

○引き続き悪質業者に対する問題点の改善要求
等、市町村等の関係行政機関や県警に対する指
導・法改正・制度改正の要望及び啓発等に係る情
報提供又は情報共有を図る。

○悪質業者に対し、問題点の改善要求等を行った。
※ 不当景品類及び不当表示防止法に基づく行政
指導４件、割賦販売法に基づく行政指導２件、特定
商取引法に基づく行政指導３件、事業者訪問対応７
３件

消費生活
課

消費者支
援班

49
適格消費者
団体の活動
支援

　消費者の利益の擁護を図るため、事業者の不当な
取引行為に対する差止請求権が認められている適
格消費者団体の活動を支援する。

【課題】
適格消費者団体は、不特定かつ多数の消費者の利
益を擁護するための差止請求権を行使できる団体
にも関わらず、消費者、消費者行政担当者、事業者
に上手く周知できていない現状がある。

【今後の方針】
引き続き、適格消費者団体の周知を行い、適格消
費者団体に悪質業者の情報が集まる体制を構築す
る。

○消費者契約法で事業者の不当な取引行為に対
する差止請求権が認められている適格消費者団体
と密接に連携し、連絡調整、情報交換、会議・勉強
会への参加及び情報提供等を実施する。
○差止請求制度等の普及を目的としたセミナーを委
託して実施する。
○適格消費者団体が主催するシンポジウム等に参
加する。
○事業者の不当な取引行為に対する差止請求権の
行使に必要な消費生活相談に関する情報提供を提
供する。

○消費者契約法で事業者の不当な取引行為に対
する差止請求権が認められている適格消費者団体
と密接に連携し、連絡調整、情報交換、会議・勉強
会への参加及び情報提供等を実施した(11/23)。
○差止請求制度等の普及を目的としたセミナーを委
託して実施した（11/7、8）。
○適格消費者団体が主催するシンポジウム等に参
加した（2/14）。

消費生活
課

企画推進
班
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50

消費生活条
例、特定商
取引法、家
庭用品品質
表示法に基
づく申出制
度の啓発

　消費者の利益の擁護を図るため、消費者等の利益
が害される恐れがあると認める場合等に、消費者が
知事又は主務大臣に対し、適切な措置を求めること
のできる申出制度についての啓発を行う。

【課題】
取引の公正の確立及び消費者の利益を守ることを
目的に、消費者などからの情報を収集することを図
る。

【今後の方針】
担当者説明会での周知、展示等による啓発の実
施。

市町村や事業者への説明会等での周知、展示等に
よる啓発を行う。

市町村や事業者への説明会等での周知を行った。
消費生活

課
消費者支

援班

4
(再)

市町村との
事業者情報
の共有・連携
強化【再掲】

　消費者取引の適正化のため、悪質事業者への法
執行に繋がるような情報を集約することを目的とし、
会議や研修において、市町村と過去の行政処分・行
政指導等の情報を共有することによって、市町村か
らの情報提供に関する働きかけを行う。

【課題】
迅速、的確な情報提供・共有の実施。

【今後の方針】
引き続き、悪質事業者の情報（行政処分・行政指導
等に関する情報を含む。）を市町村に提供する。

○悪質事業者の情報（行政処分・行政指導等に関
する情報を含む。）を市町村に提供する。

消費者庁や経済産業省が実施した行政処分等を各
市町村の消費者行政担当者に対し、２２件の情報
提供を行い、情報共有した。

消費生活
課

消費者支
援班

51

液化石油ガ
ス販売事業
者等指導事
業

　液化石油ガスの保安の確保等のため、液化石油ガ
ス販売事業者等に対し、液化石油ガスの保安の確
保及び取引の適正化に関する法律に基づく立入検
査等を実施する。

【課題】
検査の結果を、確実に保安レベルの向上に結び付
ける。

【今後の方針】
前年度の実施事業所から１０事業所を限度に再検
査を実施し、改善状況を検証する。

○前回検査からの経過年数を長期で概ね5年周期
となるよう今後5年間の実施計画を策定。さらに、前
年度実施した対象事業所から再検査が必要と認め
られるものを年10事業所程度加えて実施することと
する。
○令和7年度の立入検査実施計画は策定済み。
　（現時点で60事業所を選定し、5月から翌年2月ま
での間で実施予定）

〇長期計画に基づく検査51件、要再検査事業者10
件、事故関連事業者2件の計63件を実施した。
〇検査の結果、口頭での注意指導13件、文書での
改善指示45件、厳重注意2件であった。文書での改
善指示及び厳重注意については、改善報告を求
め、必要に応じて現地での確認を行った。

消防保安
課

保安班

52
ヤミ金融事
犯の取締り
の強化

　ヤミ金融事犯に対して、適切な被害者対策を推進
するとともに、取締りを強化する。

【課題】
インターネットやＳＮＳの普及により、ヤミ金融業者
の匿名化が進んでいるほか、正規の商品売買を仮
装するものなどの手口の巧妙化も進んでいる。

【今後の方針】
ヤミ金融事犯（貸金業法違反及び出資法違反）及び
ヤミ金融事犯の助長犯罪である犯収法違反（口座
の譲渡等）等の取締りを推進するとともに、口座凍
結依頼やインターネット上の違法情報の削除依頼を
行うなどの犯行ツールの無力化を推進していく。

○ヤミ金融事犯（貸金業法違反及び出資法違反）及
びヤミ金融事犯の助長犯罪である犯収法違反（口
座の譲渡等）等の取締りを推進中
○ヤミ金業者に対する電話警告を実施するととも
に、ヤミ金融に利用された口座の凍結依頼、携帯電
話の契約者確認要求、インターネット上のヤミ金融
広告の削除依頼等総合的な対策を実施中

○ヤミ金融事犯及び同助長犯罪の取締りを推進し、
貸金業法違反、出資法違反、犯罪収益移転防止法
違反（口座の譲渡等）等を検挙した。
○ヤミ金融業者に対する電話警告を実施するととも
に、ヤミ金融に利用された口座凍結のための情報
提供、携帯電話の契約者確認要求、インターネット
上のヤミ金融広告の削除依頼等の犯行ツール対策
を実施した。

警察本部
生活環境

課

企画指導
係

53
不当な取引
行為等の取
締り

　悪質商法事犯等に対して、県内の消費生活セン
ターをはじめ、関係機関との連携を強化し、被害相
談に的確に対応するとともに、法令を多角的に活用
した取締りを推進する。

【課題】
成年年齢の引き下げに伴い、高齢者だけに限らず、
あらゆる世代を狙った悪質商法による被害が懸念さ
れるとともに、悪質リフォーム業者による点検商法
などが社会問題となっている。

【今後の方針】
防犯講話等による悪質商法に関する手口の周知な
どを行い、被害の未然防止を図るとともに、悪質な
業者に対する取締りとこれらを敢行する犯罪組織の
実態解明を実施していく。

○特定商取引法違反等の悪質商法事犯取締りを推
進中
○悪質商法に対する相談への適切な対応を推進中
○関係行政機関と連携した被害防止活動や防犯講
話等の広報啓発を推進中

○悪質商法や宗教問題等に関する相談に対して適
切に対応した。
○消費生活センター等の関係行政機関と連携し、
悪質業者等に関する情報共有やホームページへの
注意喚起の掲載など被害防止のための広報啓発
活動を推進した。

警察本部
生活環境

課

企画指導
係
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

54

消費生活協
同組合法に
基づく適正
運営の指導

　県民の自発的な生活協同組織の発達を図り、県民
生活の安定と生活文化の向上を期するため、生活
協同組合に対する許認可等を行う。

【課題】
消費生活協同組合法においては、組合ガバナンス
の確立が求められている。

【今後の方針】
確実な法執行と生協指導の実施を行う。

○生活協同組合からの申請により許認可等を行う。

○生活協同組合からの申請により許認可等を行っ
た。
※定款・事業規約の変更認可1件
　 解散認可1件

消費生活
課

消費者支
援班

55

消費生活関
係法令等に
基づく行政
処分・行政指
導の実施

　不当な取引行為を行う事業者に対し、県消費生活
条例、不当景品類及び不当表示防止法、割賦販売
法、特定商取引法等に基づき、適切な行政処分及び
行政指導を行う。

【課題】
悪質業者の迅速な情報収集、行政指導等による改
善の徹底。

【今後の方針】
国、警察等の関係行政機関に対して、指導・法改
正・制度改正の要望及び啓発等に係る情報提供又
は情報共有を行う。

○不当な取引行為を行う事業者に対し、調査等を
行い、必要に応じて県消費生活条例、不当景品類
及び不当表示防止法、割賦販売法、特定商取引法
等に基づき、適切な行政処分及び行政指導を行う。

○不当な取引行為を行う事業者に対し、調査等を
行い、必要に応じて県消費生活条例、不当景品類
及び不当表示防止法、割賦販売法、特定商取引法
等に基づき、適切な行政処分及び行政指導を行っ
た。
※不当景品類及び不当表示防止法に基づく行政指
導４件、割賦販売法に基づく行政指導２件、特定商
取引法に基づく行政指導３件。

消費生活
課

消費者支
援班

　　　（４）適正な表示の確保

56
景品表示法
に基づく行政
指導の実施

　商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及
び表示による顧客の誘引を防止し、消費者の利益を
守るため、不当景品類及び不当表示防止法に基づ
き、行政処分及び行政指導を行う。

【課題】
悪質業者の迅速な情報収集、行政指導等による改
善の徹底。

【今後の方針】
国、警察等の関係行政機関に対して、指導・法改
正・制度改正の要望及び啓発等に係る情報提供又
は情報共有を行う。

○商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及
び表示による顧客の誘引により、消費者が著しい不
利益を受けた場合やその恐れがある場合は、調査
等を行い、必要に応じて行政処分及び行政指導を
行う。

○商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及
び表示による顧客の誘引により、消費者が著しい不
利益を受けた場合やその恐れがあった場合におけ
る調査等を行い、必要に応じて行政指導を行った。
※調査１２件、口頭指導４件

消費生活
課

消費者支
援班

57

家庭用品品
質表示法に
基づく立入
検査の実施

　家庭用品の品質に関する表示の適正化のため立
入検査を実施するとともに、消費者、事業者に対し、
啓発活動を行う。

【課題】
一般消費者が製品の品質を正しく認識し、その購入
に際し不測の損失を被ることのないように、事業者
は家庭用品の品質に関する表示を適正に行う必要
がある。

【今後の方針】
家庭用品品質表示法に関する啓発及び立入検査を
実施する。

○家庭用品販売店への立入検査を県内各町村とと
もに実施するとともに、ホームページや報道機関を
通して消費者に対する啓発を行う。　　　※立入検
査：０店舗

○家庭用品販売店に立入検査を実施するとともに、
事業者に対し啓発活動を行った。
※立入検査：４店舗

消費生活
課

消費者支
援班

58
電気用品安
全法に基づく
立入検査

　電気用品の安全性の確保のため、電気用品販売
店を対象に、九州経済産業局が選定した電気用品
等について、電気用品安全法に定められた表示がな
されているかの検査を実施する。

【課題】
過去5年間で立ち入り実績のない町村を対象に検査
を実施する。

【今後の方針】九州経済産業局が選定した重点品
目を中心に立入検査を実施予定。実施計画は9月
頃に策定予定。
検査対象：①ショッピングモール等に出店する雑貨
店など過去に立入検査を実施したことのない業種
や販売事業者、②低価格商品を多く取り扱う総合
ディスカウントストア、ＤＩＹ商品を多く取り扱うホーム
センター等から選定

○九州経済産業局が選定した重点品目を中心に立
入検査を実施予定。実施計画は9月頃に策定予定。
検査対象：①ショッピングモール等に出店する雑貨
店など過去に立入検査を実施したことのない業種
や販売事業者、②低価格商品を多く取り扱う総合
ディスカウントストア、ＤＩＹ商品を多く取り扱うホーム
センター等から選定
重点品目：直流電源装置、リチウムイオン蓄電池、
調理家電、加湿器、空気清浄機等

〇過去立入検査実績のないホームセンター２件、電
気販売店１件への立入検査を実施した。
〇リチウムイオン蓄電池をはじめとする重点品目８
件、その他１７件の電気用品を検査した。全ての検
査品目において違反なきことを確認し、引き続き電
気用品の取扱について注意喚起を行った。

消防保安
課

保安班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

59

食品表示法
に基づく衛生
事項の指導
等

アレルゲンや添加物等の食品表示（衛生事項）の適
正表示をするため、事業者や消費者からの相談体
制を整備するとともに、被疑情報に対する立入指導
等を実施する。

【課題】
食品表示法違反（疑い含む）事例が散見

【今後の方針】
引き続き、食品表示法に基づく立入検査・監視指導
を実施

○食品表示法に基づく立入検査・監視指導を実施 ○食品表示法違反事例対応（１件）
健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班

60

健康増進法
及び食品表
示法に基づく
指導等

　消費者へ食品選択の適切な情報を提供するため、
栄養表示や食品の行き過ぎた広告等表示に関する
事業者への指導を行うとともに、事業者、消費者から
の相談対応や制度の啓発活動を行う。

【課題】
県庁及び保健所の相談指導体制の強化及び事業
者（特に小規模事業者）への制度周知の徹底や、消
費者への普及啓発の強化が引き続き必要。

【今後の方針】
適正表示の推進のため、食品関連事業者への監視
を強化していく必要がある。

○食品関連事業者等からの表示に関する相談対応
及び違反事例への是正指導を行い、適正表示を推
進。
○事業者及び消費者に対し、食品表示制度等につ
いての講習会等の開催。

○食品関連事業者等からの表示に関する相談及び
違反事例への是正指導を行い、適正表示を推進。
（指導7件、相談対応65件）
○事業者及び消費者に対する食品表示制度等につ
いての講習会等の開催。（8回、60人参加）

健康づく
り推進課

健康長
寿・食育

班

61
食品表示
ウォッチャー
事業

　県内の食品販売店における食品表示の適正化を
図るため、県民のボランティアによる協力を得て、食
品表示状況をモニターする熊本県食品表示ウォッ
チャーを設置する。

【課題】
　県内大学生が新規登録者の大半を占め、一般の
方の登録がわずかであった。

【今後の方針】
多くの県民が食品表示ウォッチャー講習会を受講で
きるよう、県ホームぺージへの講習動画の掲載を継
続させる。また掲載動画や掲載資料の充実を図る。

○大学等での講習会の実施（時期未定）
○食品表示ウォッチャー活動（随時）
○新規および既登録者向け研修会の実施（随時）

○大学等での講習会の実施（東海大、尚絅短大、
崇城大）
○食品表示ウォッチャー活動（新規登録者121人）
○新規および既登録者向け研修会の実施

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

62

食品表示法
に基づく行政
指導（食品表
示法に基づく
品質表示の
適正化推進）

　食品の適正表示を推進するため、巡回指導や疑義
情報に対する立入検査等を実施する。

【課題】
加工食品の不適正表示の割合は、年々減少してお
り改善傾向にある。ただし、以前高止まりしており、
より一層の周知啓発並びに継続調査が必要である
と考えられる。

【今後の方針】
各地域振興局で講習会を開催し、直売所等に出品
される中小規模事業者への適正な表示方法を周知
啓発する。

○食品表示強化月間を設けた、巡回調査・指導の
実施（時期未定）
○業種別食品表示講習会の実施（時期未定）
○必要に応じた、被疑事案に対する調査の実施（予
定）

○食品表示強化月間を設けた、巡回調査・指導の
実施（511件）
○業種別食品表示講習会の実施（11回）
○必要に応じた、被疑事案に関する調査を実施

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

63
商品量目立
入調査

　計量法で指定された生活上大切な特定商品（食
品、燃料、油脂、洗剤等）の安心な取引のため、商品
の量目や表示について販売事業者や製造事業者へ
の立入検査を行う。

【課題】
商品量目不足の原因の多くが、風袋軽視（風袋引き
の失念、風袋の種類誤り等）によるものが多い。

【今後の方針】
事業者に対して、正確な計量を行うよう風袋引き等
の操作を徹底するよう指導を行う。

○調査対象店舗において、検査商品の量目や表
示、計量に使用するはかり等についての調査及び
指導を実施予定。

○商品量目試買調査対象店舗のうち、一部不正量
が認められた店舗において検査商品の量目や表
示、計量に使用するはかり等についての調査及び
指導を実施した。
　・立入調査実施数：４店舗
〇消費者からの量目不足疑いの苦情に基づき、対
象店舗に赴き、検査商品の量目や表示、計量に使
用するはかり等についての調査及び指導を実施し
た。
　・立入調査実施数：１店舗

産業技術
センター

計量グ
ループ

64
特定計量器
立入検査

　計量法で指定された特定計量器のうち特に生活の
安心に関係の深い、水道メーター、ガスメーター、燃
料油メーター、タクシーメーター、はかり等の適正な
使用について販売事業者等への立入検査を行う。

【課題】
特定計量器の検定有効期間切れが生じないよう、
事業者は適切な管理を行う必要がある。

【今後の方針】
立入検査時に有効期間及び管理方法を確認し、不
適正な事案があれば指導を徹底する。

○調査対象事業所（届出修理事業者、計量証明事
業者、ガソリンスタンド、タクシー会社等）において、
取引や証明に使用している特定計量器についての
調査及び指導を実施予定。

○調査対象事業所において、取引や証明に使用し
ている特定計量器についての調査及び指導を実施
した。
　・立入調査実施数：16事業所（計量器99個）

産業技術
センター

計量グ
ループ

13
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

　　　（５）消費者事故情報通知対応

65

消費者安全
法に基づく重
大事故情報
等の適正処
理

　消費者被害の拡大防止のため、消費者安全法に
基づく重大事故に該当する消費生活相談が寄せら
れた場合は、早急に消費者庁に情報提供を行う。

【課題】
重大事故が発生した場合、早急に消費者庁へ情報
を共有し、消費者問等への注意喚起、拡大防止を
図る必要がある。

【今後の方針】
消費者安全法に基づく重大事故に該当する消費生
活相談が寄せられた場合は、早急に消費者庁に情
報提供を行う。
※５月末時点で１件消費者庁へ情報提供実績あり。

○消費者安全法に基づく重大事故に該当する消費
生活相談が寄せられた場合は、早急に消費者庁に
情報提供を行う。

○消費者被害の拡大防止のため、消費者安全法に
基づく重大事故に該当する消費生活相談が寄せら
れた場合は、直ちに消費者庁に情報提供を行った。
※情報提供　3件

消費生活
課

消費者支
援班

　　４　地域における高齢者・障がい者等に対する見守り活動の推進

　　　（１）市町村推進体制の整備促進

66

市町村の消
費者安全確
保地域協議
会設置及び
情報提供の
支援

　地域における消費者被害の未然防止及び消費者
被害の早期発見・救済のため、市町村の消費者安
全確保地域協議会の設置を支援する。

【課題】
消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置し
ている県内市町村数は６市町村であり、県内の見守
り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定協
議会ではないものの、既存のネットワークを活かし
て、実質的な見守り活動を実現している市町村もあ
る。
国が定めた見守り体制の設置推進に関する数値目
標は本県で既に達成しているため、今後の国の方
針を注視し、県内の対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○消費者安全確保地域協議会未設置市町村に働
きかけをおこない、体制構築に向けた課題やその解
決に向けた協議を行い、体制構築の推進を図る。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○消費者安全確保地域協議会未設置市町村を訪
問。体制構築に向けた課題やその解決に向けた協
議を行い、体制構築の推進を図った。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成」を実施
（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班

消費者支
援班

　　　（２）熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の取組推進

15
(再)

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援【再掲】

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成」を実施
（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

　　５　訪日外国人・在留外国人の消費者トラブルへの対応

67

訪日外国人・
在留外国人
の消費者トラ
ブルへの対
応

訪日外国人・在留外国人の増加が見込まれ、外国
人が取引の当事者となる消費者トラブルも増加する
ことが懸念されるため、県消費生活センター及び関
係機関と連携して対応する。

【課題】
特に、在留外国人の方に消費者トラブルに関する相
談窓口が認知されていない状況にあり、また、外国
語に対応できる消費生活相談員がいない。

【今後の方針】
在留外国人の増加が予想されることから、消費生活
センターの機能充実を図る。外国人サポートセン
ターを始めとした関係機関と更に連携を深める。

○訪日外国人・在留外国人の消費者トラブルにつ
いては、県外国人サポートセンター及び国民生活セ
ンター等関係機関と連携して対応する。また、外国
人に向けたホームページをやさしい日本語の案内
に修正する。

○訪日外国人・在留外国人の消費者トラブルにつ
いては、必要に応じて、関係機関と連携して対応し
た。
※相談実績：16件
○外国人向けに県ホームページの消費生活相談の
案内をやさしい日本語で掲載。
〇外国人への消費生活相談窓口の認知度向上に
向け、広報課のSNSを活用した情報発信を実施

消費生活
課

消費者支
援班

　■重点施策２　持続可能な社会に向けた取組の推進
　　１　食品ロスの削減に向けた取組の推進
　　　（１）食品ロス削減推進に係る計画の策定及び推進体制の整備

68

「県食品ロス
削減推進計
画」に基づく
食品ロス削
減の推進

令和4年3月に策定した県計画に基づき、消費者等
の行動変容につながる4つの行動を食品ロス削減ア
クション「四つ葉のクローバー運動」として重点的に
推進する。

【課題】
令和６年度県民アンケートの結果では食品ロス削
減に取り組んでいない消費者の割合が16.4%で目標
の10%以下に届かなかった。

【今後の方針】
引き続きSNS等を活用した広報活動により消費者向
けの普及啓発を行いながら、更なる食品ロス削減に
係る県民の意識の醸成を図る。

○モニターを募集し、「食ロスチェック」（8～9月）を実
施予定。
○10月に事業所を対象とした「フードドライブ」を実
施予定
○食品ロス削減月間（10月）を中心にテレビ、SNS
等による「てまえどり」、「食べきり運動」の周知啓発
を実施予定。

○新聞、テレビ、ラジオ、デジタル広告等による「て
まえどり」、「食べきり運動」の周知啓発を実施、県
内企業を募集して、「フードドライブ」を実施（9月）、
県民を対象にモニターを募集して「食ロスチェック」
を実施（8～10月）、74人が参加。食品ロス削減アク
ション「四つ葉のクローバー運動」を中心に取組みを
推進した。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（２）食品ロス削減に係る取組の推進

69
ごみゼロ県
民運動推進
事業

食品廃棄物の減量化に向け、「くまもと食べきり運
動」など、県民・事業者・行政が連携した取組を展開
する。

【課題】
取組み開始当初は年間の登録店舗数が１００店舗
を超える年度もあったが、令和４年度は１桁、令和５
年度以降は２桁台で推移しており、登録数が伸び悩
んでいる。

【今後の方針】
連携協定を締結した地域ロス解消プラットフォーム
「かせする」登録店舗へ協力を促し、登録店舗を増
加させる。

○くまもと食べきり運動の１つとして「九州食べきり
協力店」の周知及び登録店舗の拡大を行う。

〇「九州食べきり協力店」への新規登録６１店舗に
対し、啓発物（ポスター及び卓上ポップ）の配布を
行った。

循環社会
推進課

企画調整
班

　　２　環境の保全、その他の持続可能な社会の形成に資する取組の推進

70

エシカル消
費に関する
普及・啓発の
推進

「エシカル消費」について、地産地消の推進等の取
組事例を記載した消費者教材を作成する等により、
その普及啓発を推進する。

【課題】
消費者庁の2024年度の調査では、「エシカル消費」
という言葉を知っていたのは27.4%とまだまだ低いの
が現状。10代の割合は33.8%と年代別でみると最も
高いが、50%には届いていない。

【今後の方針】
引き続き「エシカル消費」の周知に向け、消費者教
育コーディネーターが作成した教材の活用、学校訪
問でエシカル消費講座の案内を行う。

○消費者教育コーディネーターが作成した教材や
パンフレット等を活用し、普及啓発を行う。

○消費者教育コーディネーターが作成した教材や
パンフレット等を活用し、出前講座を実施した（2件、
食品ロス削減の内容を含む）。
〇県民向けに「エシカル消費」の教材を作成し、HP
に掲載した。

消費生活
課

企画推進
班

15



　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

71
食品ロス削
減に係る出
前講座

食品ロス削減に係る基本的な事項について記載した
消費者教材を作成し、県内高等学校等を対象に、消
費者教育コーディネーターによる出前講座を実施す
る。

【課題】
食品ロス削減の講座申込件数が伸び悩んでいる。

【今後の方針】
四つ葉のクローバー運動にある「てまえどり」は、高
校生等にとっても実践しやすい取組であることから、
引き続き消費者教育コーディネーターによる学校訪
問で案内を行うとともに食ロス削減月間において
も、周知を行う。

○消費者教育コーディネーターが作成した教材やチ
ラシ等により、希望する高等学校等を対象に出前講
座を行う。

○申し込みがあった高等学校及び団体に対し出前
講座を実施した（3件（うち2件はNo70と重複））。

消費生活
課

企画推進
班

　■重点施策３　消費生活に関連する多様な課題への対応

　　１　新型コロナウイルス感染症への対応

　　　（１）消費生活相談体制の確保

2
(再)

市町村にお
ける消費生
活相談業務
への支援【再
掲】

　市町村の消費生活相談窓口の機能強化のため、
相談業務や職員の意識啓発に必要な研修会や情報
交換会等を実施するとともに、市町村消費生活相談
員に対する受入及び訪問による指導を行う。日常的
な助言、指導は市町村ホットラインとともにＩＣＴも活
用し、丁寧に行う。また、市町村が行うあっせんに際
して、求めに応じて立ち会う等の支援を行う。

【課題】
〇市町村の消費生活相談員の人件費等にも活用さ
れている地方消費者行政強化交付金（推進事業
分）がその活用期限を迎えるという課題があり、国
による安定的かつ恒久的な財源措置を要望してい
る。
〇デジタル化の進展により、契約や決済手段等が
多様化するのに伴い、消費生活相談が複雑・困難
化している。

【今後の方針】
〇国への要望を継続していくとともに、交付金の活
用期限を迎える市町村と連携して対応を検討する。
市町村からの経由相談に対応するとともに、必要に
応じて共同あっせん等を実施する。また、県消費生
活センターと市町村窓口等をオンラインでつなぎ、
解決に向けた支援を行う。
〇市町村のニーズ沿った研修（市町村職員研修、
巡回指導、受入研修等）を体系的に実施する。な
お、様々な機会を捉え、ＩＣＴを活用してオンライン配
信を実施する。

○地方消費者行政強化交付金（推進事業分）の活
用期限を迎える市町村や広域連携を行っている市
町村を訪問し、現状確認と今後の方向性について
の協議を行う。
○市町村の消費者行政担当職員を対象とした研修
を5/12に対面で実施。消費者行政担当者など40名
が参加。
○引き続き、市町村消費生活相談員連絡会議を開
催するとともに、市町村からの経由相談、受入研
修・巡回訪問等により市町村の相談対応力の向上
を図る。
※受入・巡回訪問研修　6市町村希望

○地方消費者行政強化交付金（推進事業分）の活
用期限を迎える市町村や広域連携を行っている市
町村を訪問し、現状確認と今後の方向性について
の協議を行った。
○市町村の消費者行政担当職員を対象として5/12
に研修会を対面で実施。消費者行政担当者など40
名が参加。地方消費者行政強化交付金（推進事業
分）の活用期限について情報共有。
○市町村消費生活相談員連絡会議を開催（12/4）。
消費生活相談員など23名が参加。
○消費生活相談員受入研修：4市町、巡回訪問研
修：2市2町
○市町村からの経由相談対応：86件
○解決困難事例の解決方法や法解釈等について、
県弁護士会と県及び市町村相談員による定期的な
勉強会を開催。
※第1回：7/24、第2回：11/27

消費生活
課

企画推進
班

　　　（２）消費者等に対する情報発信（再掲）

8
(再)

緊急な消費
者被害情報
の提供【再
掲】

　消費者被害の未然防止と拡大防止のため、寄せら
れる相談の中から悪質商法の新たな手口や重大事
故情報等について、県のホームページへの掲載や
市町村等の関係機関に情報提供するなど、緊急か
つタイムリーに県民に対して注意喚起を行う。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情報
について、ホームページに掲載するとともに、報道
機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害の
未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。

○悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情
報について、ホームページに掲載するとともに、報
道機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害
の未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。
※消費者トラブル注意報、熊日くまもと消費者被害
ゼロキャンペーン情報提供、市町村広報誌向け原
稿提供

○消費者被害の未然防止と拡大防止のため、消費
者トラブル注意報を7件発出。
○熊日くまもと消費者被害ゼロキャンペーン情報提
供。（5回）
○市町村広報誌向け原稿提供。（毎月）

消費生活
課

消費者支
援班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

15
(再)

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援【再掲】

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成講座」を実
施（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（３）生活関連物資等の安定確保（再掲）

47
(再)

熊本県生活
協同組合連
合会との災
害救助に必
要な物資の
調達と災害
時における
物価の安定
に関する基
本協定【再
掲】

　県と熊本県生活協同組合連合会とが締結した基本
協定に基づき、災害時に救援物資の調達と生活関
連物資の調達及び安定供給を行う。

【課題】
担当者が変更された場合に情報の引継ぎや連携体
制構築が課題。

【今後の方針】
引き続き、年１回の対面による打ち合わせを行い、
顔の見える関係により連携を強化する。

○熊本県災害救助法に係る連絡調整会議に県生
活協同組合連合会とともに出席し、災害時の資源
配分計画等の情報共有を行った。（6/3）
○県生協連と締結した災害時の基本協定につい
て、県生協連と情報交換・協議を行う。

○県生協連と締結した災害時の基本協定に基づき
年１回以上実施する連絡会議については、災害等
による協定の発動がなかったため、双方担当者によ
る打合せに替えて実施し、情報交換を行った
（6/3）。

消費生活
課

企画推進
班

　　２　災害への対応

　　　（１）平成２８年熊本地震、令和２年７月豪雨への対応

72
被災者の生
活再生支援

　熊本地震の被災を含む消費生活上の様々な課題
を抱える方々の生活再生のため、相談を受け、多様
なメニューを活用し、相談者が自立的な生活を送る
ための支援を行う。

【課題】
令和6年度の実績は0件だったが、今後も被災者か
らの相談の可能性はある。

【今後の方針】
相談があれば対応を検討する。

○「グリーンコープ生活協同組合くまもと」に委託し、
消費者自立のための生活再生総合支援事業を以
下のとおり実施中。
・生活再生相談（面談件数：43件）
・家計診断（家計相談：42件）
・個別要因に応じたトラブル解決支援（債務整理希
望：7件）
・熊本地震被災者支援（熊本地震被災者を対象とし
たセーフティネット貸付：1件）

○「グリーンコープ生活協同組合くまもと」に委託し、
消費者自立のための生活再生総合支援事業を実
施した。
・大規模自然災害被災者への特別金利での貸し付
けは3件だった。

消費生活
課

企画推進
班

73
地域支え合
い連携推進
事業

　平成28年熊本地震、令和2年7月豪雨の被災者の
生活再建における消費生活面からの支援のため、
地域支え合いセンターを設置している市町村等へ消
費生活相談窓口の周知と消費生活に関する情報の
提供を行い、消費者トラブルの未然防止と被害の救
済を図る。

【課題】
災害時に円滑に県民に必要な情報を提供するため
に担当者の引継ぎが課題。

【今後の方針】
引き続き、引継ぎを行う。

○災害や被災者の生活再建に関連する内容につい
て、地域支え合いセンターへ消費生活相談窓口の
周知や消費生活に関する情報提供を行う予定。

○地域支え合いセンターへ消費生活相談窓口の周
知や消費生活に関する情報提供。（0回）

消費生活
課

健康福祉
政策課地

企画推進
班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

74

復興関係公
共事業等住
宅再建支援
事業（二重
ローン対策）

　熊本地震で自ら居住していた住宅に被害を受け、
被災住宅に係るローンを有する方が、新たな住宅
ローンを組んで住宅を再建する場合に、既存住宅の
利子相当額を補助する。復興関係公共事業等の理
由により令和2年3月31日までに住宅の再建が完了
しなかった方について補助を継続する。

【課題】
昨年度の交付実績はないが、復興関係公共事業等
により住宅の再建が完了していない方が一定数
残っている。

【今後の方針】
復興関係公共事業等により住宅の再建が完了して
いない方向けに広報を行い、二重ローン対策として
補助事業を継続する。

○熊本地震により自ら居住していた住宅に被害を
受け、被災住宅に係るローンを有する方が、新たに
住宅ローンを組んで再建する場合に、既存債務の
利子相当額（50万円を上限）を補助する。令和2年3
月31日をもって申請受付を終了。ただし、熊本地震
の復興関係公共事業又は被災マンションの建替え
に不測の時間を要した、その他やむを得ない事情
により令和2年3月31日までに住宅の再建が完了し
なかった方については、引続き申請を受付ける。

○交付実績：0件 住宅課 計画班

　　　（２）今後の災害等への緊急対応

75
被災市町村
の相談窓口
への支援

　被災した市町村の消費生活相談窓口機能を補完
するため、消費者庁及び独立行政法人国民生活セ
ンターと連携し、消費者ホットライン188（いやや）の
活用を図る。

【課題】
全国的に消費者ホットラインの認知度が低いという
課題がある。

【今後の方針】
県民が１人で消費者被害に悩むことがないよう、引
き続き消費生活相談窓口及び消費者ホットラインの
活用について周知を行う。

○消費者ホットライン188（いやや）の効果的な活用
を図るため、市町村に対し消費者ホットライン周知
のための案内や消費者庁からの各種照会（接続先
変更、接続時間帯の調整等）に対応する。

○国民生活センターと連携し、災害時等に消費者
ホットライン188（いやや）の接続先変更について市
町村に調査する等対応を行った。

消費生活
課

企画推進
班

47
(再)

熊本県生活
協同組合連
合会との災
害救助に必
要な物資の
調達と災害
時における
物価の安定
に関する基
本協定【再
掲】

　県と熊本県生活協同組合連合会とが締結した基本
協定に基づき、災害時に救援物資の調達と生活関
連物資の調達及び安定供給を行う。

【課題】
担当者が変更された場合に情報の引継ぎや連携体
制構築が課題。

【今後の方針】
引き続き、年１回の対面による打ち合わせを行い、
顔の見える関係により連携を強化する。

○熊本県災害救助法に係る連絡調整会議に県生
活協同組合連合会とともに出席し、災害時の資源
配分計画等の情報共有を行った。（6/3）
○県生協連と締結した災害時の基本協定につい
て、県生協連と情報交換・協議を行う。

○県生協連と締結した災害時の基本協定に基づき
年１回以上実施する連絡会議については、災害等
による協定の発動がなかったため、双方担当者によ
る打合せに替えて実施し、情報交換を行った
（6/3）。

消費生活
課

企画推進
班

76

熊本県酪農
業協同組合
連合会との
地震災害時
等における
救援物資の
提供に関す
る協定

　県と熊本県酪農業協同組合連合会とが締結した協
定に基づき、地震災害時等に常温保存可能な牛乳、
乳飲料等を無償で提供する。

【課題】
令和6年度は実績なし。

【今後の方針】
地震災害等の発生時に、必要に応じて事業を実
施。

○地震災害等の発生時に、必要に応じて事業を実
施することとしている。

令和７年度は実績なし。 畜産課
経営環境

班

　　３　ＳＮＳによる消費者被害への対応

　　　（１）消費者等に対する情報発信（再掲）

8
(再)

緊急な消費
者被害情報
の提供【再
掲】

　消費者被害の未然防止と拡大防止のため、寄せら
れる相談の中から悪質商法の新たな手口や重大事
故情報等について、県のホームページへの掲載や
市町村等の関係機関に情報提供するなど、緊急か
つタイムリーに県民に対して注意喚起を行う。

【課題】
デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費者被害の
発生等、消費者問題は、複雑・多様化している。

【今後の方針】
悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情報
について、ホームページに掲載するとともに、報道
機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害の
未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。

○悪質商法の新たな手口や危害・危険に関する情
報について、ホームページに掲載するとともに、報
道機関・市町村等の関係機関へ情報提供し、被害
の未然防止と拡大防止に向けた取組みを行う。
※消費者トラブル注意報、熊日くまもと消費者被害
ゼロキャンペーン情報提供、市町村広報誌向け原
稿提供

○消費者被害の未然防止と拡大防止のため、消費
者トラブル注意報を7件発出。
○熊日くまもと消費者被害ゼロキャンペーン情報提
供。（5回）
○市町村広報誌向け原稿提供。（毎月）

消費生活
課

消費者支
援班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

15
(再)

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援【再掲】

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成講座」を実
施（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（２）ＳＮＳに関する相談対応力の向上

77

消費生活相
談員のスキ
ルアップと市
町村とのス
キルの共有

SNSに関する相談に対応するため、県消費生活セン
ター職員の専門性の向上を図るとともに、市町村に
対して必要な知識や技術を共有する。

【課題】
ＳＮＳによる悪質商法の勧誘など、成年年齢引下げ
を契機として若年者の消費者トラブルの今後の増加
が懸念される。

【今後の方針】
国民生活センター等が開催する消費生活相談員向
けのSNSに関する研修を相談員に受講させる。
県弁護士会と県及び市町村相談員による勉強会の
テーマとして、SNS等に関するトラブル事例を選定
する。

○国民生活センター等が開催する消費生活相談員
向けのSNSに関する研修に相談員を派遣するととも
に、SNS等に関するトラブル事例をテーマに、県弁
護士会と市町村相談員による勉強会を実施する。

○国民生活センター主催研修参加　１５回（うちSNS
関係研修1回）
○市町村消費生活行政職員・相談員研修会におい
て相談概要説明

消費生活
課

消費者支
援班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

　■重点施策４　消費者教育の推進

　　１　ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

　　　（１）学校等における消費者教育の推進

【高校教育課】
○家庭科、公民科、商業科等での授業において、消費
者教育を実施した。
○金融経済教育推進機構（J－FLEC）にて作成した学
習指導案等の活用について周知した。

【義務教育課】
○７月実施の教科等指導主事研修会等において、消費
者教育の推進や出前講座に関する資料配付等の情報
提供を行った。
○金融経済教育推進機構（J－FLEC）にて作成した学
習指導案等の活用について周知した。

【特別支援教育課】
○特別支援学校全校で実施。
教科等での主な指導内容：社会、公民、生活、職業・家
庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳など
（小学部：例）
　生活：：教師と一緒に金銭を使う体験等を行い、金銭
の扱いについて学んだり、自分の身近な公共施設に出
かけたり、インターネットによるサービスを利用したりす
る体験を重ねるなど、社会の仕組みと公共施設の利用
の仕方などを指導した。
（中学部：例）
　職業・家庭：生活に必要な物の選び方や買い方、計画
的な使い方などの学習を通して金銭の適切な使用と管
理について指導した。また、スマホ・ネットでのトラブル
事例をもとに、インターネット通販や電子マネーなども
含め消費生活の基本的な事項を指導した。
（高等部：例）
　家庭、情報：インターネット通販の特徴やトラブル事例
から注意点や対処方法について指導したり、現金、カー
ド、スマホ決済等の電子マネーの適切な利用を含め、
売買契約の仕組みや消費者被害の背景とその対応に
ついて指導した。また、商品購入や受けたいサービスな
どの選択に必要な情報の収集と整理、比較と検討、契
約について指導した。

78
学校におけ
る消費者教
育の推進

　教育活動の全体を通じて、幼児、児童及び生徒の
発達の段階に応じた消費者教育の実施又は実施の
ための支援を行う。また、消費者教育の現状につい
て理解を深め、消費者教育の充実を図り、授業に活
動できる環境を整えるため、消費者教育に関する情
報や実践事例を提供する。

【課題】
【高校教育課】
１８歳、１９歳の消費生活相談の内容の多様化と件数
の増加
消費者トラブルや相談内容の多様化に伴い、より専門
分野の方からの情報やアドバイスが必要になってきた。
　
【義務教育課】
教科等指導主事研修会等において、消費者教育の推
進や出前講座に関する資料等の配付等の情報提供を
行う必要がある。

【特別支援教育課】
学校からは、課金やスマホに依存する事案やSNS内の
トラブルについての事案が挙がってきており、対応に追
われている現状があった。

【今後の方針】
【高校教育課】
これまでの実施内容を継続しつつ、より専門的でリアル
な授業を行っていくために、教師と専門機関等が連携し
た授業づくりの推進を行う。

【義務教育課】
教科等指導主事研修会等において、消費者教育の推
進や出前講座に関する資料配付等の情報提供を行う。

【特別支援教育課】
トラブルに陥りやすい状況（場面）や、より消費者教育
に関係する学習プログラム等の情報を提供し、子供た
ちがトラブルにあった際の対処方法だけでなく、トラブル
に遭わないための学習ができるよう、有益な情報を適
宜提供する。

【高校教育課】
・高等学校期：全校で実施
　主な内容：家庭科、公民科、商業科等
公民科：自主的かつ合理的に社会の一員として行動す
る自立した消費者の育成、または若年者の消費者被害
の防止・救済の視点から、多様な契約及び消費者の権
利と責任、消費者保護の重要性等を指導。
家庭科：家計管理の重要性や家計と経済との関わり、
生涯を見通した経済の管理や計画の重要性、消費者
問題や消費者の権利と責任、自立した消費者としての
意思決定、消費者保護、持続可能な社会を目指した消
費生活等をより専門的かつリアルな内容で指導。
商業科：ビジネスに携わる立場から消費者基本法、消
費者契約法、不当景品類及び不当表示防止法、特定
商取引法など消費者の保護に関係する法律について
指導。

【義務教育課】
○教科等指導主事研修会等において、消費者教育の
推進や出前講座に関する資料配付等の情報提供を行
う。

【特別支援教育課】
○特別支援学校全校で実施。
教科等での主な指導内容：社会、公民、生活、職業・家
庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳など
（小学部：例）
　生活：引き続き教師と一緒に金銭を使う体験等を行
い、金銭の大切さや必要性について学んだり、自分の
身近な公共施設に出かけたりインターネットによるサー
ビスを利用したりする体験を重ねるなど社会の仕組み
と公共施設の利用の仕方などを指導する。
（中学部：例）
　職業・家庭：引き続き生活に必要な物の選び方や買い
方、計画的な使い方などの学習を通して金銭の適切な
使用と管理について指導する。また、スマホ・ネットでの
トラブル事例をもとに、インターネット通販や電子マ
ネー、SNS等なども含め消費生活の基本的な事項を指
導する。
（高等部：例）
　家庭、情報：引き続きインターネット通販の特徴や注
意点、対処方法について指導したり、現金、カード、スマ
ホ決済等の電子マネーの適切な利用を含め、トラブル
に遭いやすい状況やその対応について指導したりす
る。また、商品購入や受けたいサービスなどの選択に
必要な情報の収集と整理、比較と検討、契約について
指導する。

高校教育
課

義務教育
課

特別支援
教育課

【高校教
育課】
産業教育
指導班
（57466）

【義務教
育課】
連携班
（57856）

【特別支
援教育
課】
特別支援
教育指導
班
（57502）
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

79
情報教育活
動の支援

情報モラル教育の充実のため、出前講座等を実施
する。

【課題】
家庭でのルールづくりやペアレンタルコントロールの
利用等。

【今後の方針】
情報モラル教育に関する最新情報を随時提供し、
子供たちの自立を促す情報モラル教育について講
座を展開する。

○情報モラル教育の充実
「情報安全出前講座」として、スマートフォンや児童
生徒向け学習用端末等の安全利用について、情報
安全ファシリテータ（県指導主事等）が学校やPTA
等の要望に応じて、保護者や教職員等向けの講話
を実施する。（※実施期間：令和７年５月～令和８年
３月）

○情報モラル教育の充実
「情報安全出前講座」として、スマートフォンや児童生徒
向け学習用端末等の安全利用について、情報安全ファ
シリテータ（県指導主事等）が学校やPTA等の要望に応
じて、保護者や教職員等向けの講話を実施した。（実
績：32団体、延べ3,730人）
○九州総合通信局「春のあんしんネット・新学期一斉行
動」と連動し、中学校の要望に応じて、令和８年度新入
生の保護者等を対象に同様の講話を実施した。（実績：
42校、延べ7,270人）

教育政策
課

教育DX・
働き方改
革推進室

教育情報
化推進室
（57003）

80

私立学校に
おける消費
者教育の支
援

　消費者教育の現状について理解を深め、消費者教
育の充実を図り、授業に活用できる環境を整えるた
め、消費者教育に関する情報や実践事例を提供す
る。

【課題】
消費者教育を行っている私立高等学校は、令和5年
度に比べ1校増えたが、21校のうち11校に留まっ
た。

【今後の方針】
引き続き文部科学省からの通知を各学校へ通知
し、更なる消費者教育の推進を図る。

○文部科学省からの通知（「消費者教育に関する文
部科学省と消費者庁の関連事業等について」等）を
各学校へ通知し、消費者教育の推進を依頼する。
（予定）

○文部科学省からの通知（消費者教育教材「社会
への扉－12のクイズで学ぶ自立した消費者－」等を
活用したオンデマンド講座の案内等）を各学校へ周
知し、消費者教育の推進を依頼した。（令和7年5月）

私学振興
課

私学運営
支援班

81

若年層への
食の安全に
関する学習
機会の提供

　若年層の食品衛生や食品表示等の食の安全に関
する知識の習得を促進するため、中学生や高校生を
対象とした講座等を開催する。

【課題】
県民の食に関する不安を解消するため、若年層の
食品衛生や食品表示等の食の安全に関する知識
の習得を促進する必要がある。

【今後の方針】
若年層（中学、高校）への学習機会の提供の場とし
て、引き続き各講習会を継続する。

○中学生を対象とした「ジュニア食品安全ゼミナー
ル」の実施（時期未定）
○高校生を対象とした「熊本県食品適正表示ジュニ
アリーダー育成研修」の実施（時期未定）

○高校生を対象とした「熊本県食品適正表示ジュニ
アリーダー育成研修」の実施（３校）

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

82
食育・米消費
拡大対策

　米の消費拡大を図るため、日本型食生活や朝ごは
ん摂取の啓発活動及び地産地消、食育、農業への
理解活動を推進する。

【課題】
米の一人当たり年間消費量は、食生活の変化等も
あり減少傾向が続き、この数年もほぼ横ばいとなっ
ている。
（昭和37年度：118.3kg→令和5年度：51.1kg）

【今後の方針】
引き続き幅広い層に対して米食の啓発活動を行うと
ともに、地産地消、食育を推進し、県産米の消費拡
大を図る。

○学習教材「くまもとのお米の本」（デジタル版）を作
成し、地産地消の理解促進を図る。（小学校・関係
団体等に6月までに周知・広報）
○小中学校（学校栄養職員、児童、保護者等）関係
者を対象とした食育講習会等を実施。
○「ごはん・お米とわたし」作文・図画コンクールの
後援（熊本県知事賞の授与）
○農業団体におけるバス車体広報等による米食の
普及推進を支援。
○農業団体における小学校や地域での農業体験学
習等の開催による食育活動を支援。

○学習教材「くまもとのお米の本」（デジタル版）を作
成し、地産地消の理解促進を図った。（小学校・関
係団体等に6月までに周知・広報）
○小中学校（学校栄養職員、児童、保護者等）関係
者を対象とした食育講習会等を実施した。
○「ごはん・お米とわたし」作文・図画コンクールの
後援（熊本県知事賞の授与）
○農業団体におけるバス車体広報等による米食の
普及推進を支援。
○農業団体における小学校や地域での農業体験学
習等の開催による食育活動を支援。

農産園芸
課

農産振興
班

83

携帯電話の
フィルタリン
グの周知・啓
発

　県青少年保護育成条例に基づき、携帯電話のフィ
ルタリングについての周知・啓発を実施する。

【課題】
インターネット上には、少年の健全な育成を著しく阻
害する情報が氾濫しており、少年が有害情報を閲
覧・視聴することがない環境づくりを進める必要が
ある。

【今後の方針】
引き続き、関係機関等と連携し、フィルタリングサー
ビス等の利用促進を通じて、インターネットの安全
利用についての意識啓発を図る。

○フィルタリング普及啓発に関するクリアファイルを
作成し、県内の携帯電話販売店へ配布することによ
り、スマートフォンを契約しようとする保護者に対し、
フィルタリングの普及啓発を図る。
○熊本県青少年育成県民会議と連携し、「あったか
家族コンクール」の中で、「インターネットを安全に使
うための家庭のルール」をテーマに「私たちの１か
条」を募集し、インターネット安全利用の意識啓発を
図る。

○フィルタリング普及啓発に関するクリアファイルを
1,500枚作成し、県内の携帯電話販売店へ配布する
ことにより、スマートフォンを契約しようとする保護
者、少年に対し、フィルタリングの普及を図った。
○熊本県青少年育成県民会議と連携し、「あったか
家族コンクール」の中で、「インターネットを安全に使
うための家庭のルール」をテーマに「私たちの１か
条」を募集し、インターネット安全利用の意識啓発を
図った。

くらしの安
全推進課

青少年班
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　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

84

高校生等の
ための消費
生活講座の
実施

　成年年齢の引き下げに向けた動きがある中で、成
年を境に消費者被害が急増する状況を踏まえ、学校
教育と連携し、高校生等を対象とした消費生活講座
を実施する。

【課題】
実施校数の実績はコロナ禍を終え徐々に増加して
いるが、目標の40校以上での実施には程遠い。

【今後の方針】
引き続き、消費者教育コーディネーターを通し、高
等学校等への積極的な消費生活出前講座の活用
を呼びかける。

○私学振興課及び教育庁関係各課と連携し、「高校
生等のための消費生活講座」を実施する。

○申込みがあった高等学校に対して出前講座を実
施した（27校）。

消費生活
課

企画推進
班

85
大学等への
消費生活情
報の提供

　消費者被害の未然防止と被害拡大防止のため、
大学生等への消費生活相談窓口の周知を図るとと
もにタイムリーな消費者被害の情報提供を行う。

【課題】
大学等に消費者被害防止のためのチラシを配布し
ているが、消費生活センター等に相談をしていない
ことも想定されることから大学生の消費者被害の現
状等が分からない部分もある。

【今後の方針】
令和７年度からは、消費者教育コーディネーターが
大学等に訪問し、現状把握やニーズの把握に努め
る。

○大学等に対し、消費者被害を防止するための啓
発ポスター又はチラシを配布する。
○県内の適格消費者団体に委託し、「若者や地域
に対する消費者教育出前講座」を実施。

○県内の適格消費者団体に委託し、「若者に対する
消費者教育出前講座」を実施した（2大学、212名）。
○大学等に対し、消費者被害を防止するための啓
発チラシを配布した。

消費生活
課

企画推進
班

　　　（２）職域、地域社会における消費者教育の推進

86
消費者意識
の向上に向
けた支援

　複雑化・多様化している消費者トラブルの未然防
止のため、各市町村担当者等に消費者教育の必要
性について啓発を行うとともに、必要な情報の提供
を行う。

【課題】
市町村等の要望に応じ、消費者教育に関する講師
等の情報提供を実施したが、問い合わせは0件で
あった。

【今後の方針】
県民にとって有益な情報提供及び更なる消費者意
識向上のための講座を希望なども取り入れながら、
提供していきたい。

○市町村等の要望に応じ、消費者教育に関する講
師等の情報提供を実施
○県民を対象とした消費者意識向上のための講座
を実施

○市町村等の要望に応じ、消費者教育に関する講
師等の情報提供を実施
○県民を対象とした消費者意識向上のための講座
を実施

社会教育
課

社会教育
連携班
（57953）

29
(再)

福祉サービ
ス第三者評
価結果の公
表【再掲】

　福祉サービスの質の向上及び利用者の適切な福
祉サービスの選択に資するため、福祉サービス第三
者評価結果を公表する。

【課題】
事業開始（平成１８年度）から令和６年度末までの福
祉サービス第三者評価の受審件数（累計）は、６１０
件で、目標の６８８件に達していない。

【今後の方針】
引き続き、福祉サービス事業所向けの研修会や、
指導監査等の場を活用し、制度の意義・効果等に
ついて周知し、受審促進を図っていく。

○利用者の適切な福祉サービスの選択に資するた
め、引き続き、福祉サービス第三者評価結果の公
表を実施。
○ホームページ等により、福祉サービス第三者評価
結果の公表を予定。

○利用者の適切な福祉サービスの選択に資するた
め、引き続き、福祉サービス第三者評価結果の公
表を実施。
○ホームページ等により、福祉サービス第三者評価
結果を公表。(令和5～8年度公表分64施設）

社会福祉
課

指導監査
班

27
(再)

食品衛生に
係る啓発指
導【再掲】

　食品衛生に関する意識の向上を図るため、県民及
び食品等事業者を対象として、パンフレット、ビデオ
等による講習会を実施する。

【課題】
特になし

【今後の方針】
引き続き、講習会を通じて食品による健康被害防止
対策や適正表示、食品衛生に関する知識の普及を
図る。

○食品事業者等を対象とした講習会を開催
○消費者を対象とした講習会を実施
○給食施設従事者を対象とした講習会を実施

○食品事業者等を対象とした講習会を開催(109回、
5,603人参加）
○消費者を対象とした講習会を実施（28回、757人
参加）
○給食施設従事者を対象とした講習会を実施（28
回、903人参加）

健康危機
管理課

食品乳肉
衛生班
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

60
(再)

健康増進法
及び食品表
示法に基づく
指導等【再
掲】

　消費者へ食品選択の適切な情報を提供するため、
栄養表示や食品の行き過ぎた広告等表示に関する
事業者への指導を行うとともに、事業者、消費者から
の相談対応や制度の啓発活動を行う。

【課題】
県庁及び保健所の相談指導体制の強化及び事業
者（特に小規模事業者）への制度周知の徹底や、消
費者への普及啓発の強化が引き続き必要。

【今後の方針】
適正表示の推進のため、食品関連事業者への監視
を強化していく必要がある。

○食品関連事業者等からの表示に関する相談対応
及び違反事例への是正指導を行い、適正表示を推
進。
○事業者及び消費者に対し、食品表示制度等につ
いての講習会等の開催。

○食品関連事業者等からの表示に関する相談及び
違反事例への是正指導を行い、適正表示を推進。
（指導7件、相談対応65件）
○事業者及び消費者に対する食品表示制度等につ
いての講習会等の開催。（8回、60人参加）

健康づく
り推進課

健康長
寿・食育

班

28
(再)

健康食生活・
食育推進に
おける普及
啓発【再掲】

　「熊本県健康食生活・食育推進計画」に基づき、6
月の「食育月間」や各種イベント等で、関係者と協働
して、食育の推進にかかる県民の意識啓発のため
の取組みを実施する。

【課題】
食育の考え方や内容を知り、日常生活の中に活か
している県民の割合は、４２．１％であり、関係機関
等による様々な取組が活発になる等、食育の動き
は広まりつつあるものの県民への浸透は十分とは
言えない。県民一人ひとりへ広く食育の考え方や内
容を浸透させることが必要。

【今後の方針】
第４次熊本県健康食生活・食育推進計画に基づき、
市町村をはじめとした関係機関・団体と連携し、「熊
本県民食生活指針」を活用し、食品ロス削減を意識
し、食品を無駄なく使いきる等、食育の普及啓発を
行う。併せて「野菜摂取増加」や「減塩」を広めるた
め民間企業・団体と連携し、県民（特に働き盛り期）
が自然と健康になれる食環境の整備を強化する。

○県庁地下展示ケースや熊本市役所、九州農政局
での食育関係展示（6月）
熊本市、九州農政局合同で食育月間該当キャン
ペーンを開催（6/2）
県下一斉で食育月間イベントを開催（6月）
○各保健所、市町村において食育に関する啓発を
実施（通年）
○県農業フェアへの出展（11月）

○県庁地下展示ケースや熊本市役所、九州農政局
での食育関係展示。（6月）
○（6/3）
○県農業フェアへの出展。（11/8、9）

健康づく
り推進課

健康長
寿・食育

班

87
水銀フリー推
進事業

　水銀フリー社会の実現に向けて国内外に対し、先
導的に情報発信を行っていく。

【課題】
令和8年度の水俣病公式確認70年や、令和9年度末
での蛍光灯の製造・輸出入禁止などを控える中、水
銀フリー社会実現の重要性を効果的に発信していく
必要がある。

【今後の方針】
メディアやSNS等を活用し、改めて国内外に向けた
啓発を行うとともに、「水銀フリーに係る出前講座」
により、中高生等の若い世代の水銀フリーに関する
取組への理解促進を図る。

○啓発動画を活用した情報発信や公共施設等にお
ける情報発信を実施する予定。
○県内の中学生、高校生等の水銀フリーに関する
取組への理解促進を図り、水銀フリーに向けて実践
できる人材の育成を図ることを目的とした「水銀フ
リーに係る出前講座」を開催。

○街頭大型ビジョンでの啓発動画の放映、熊本県
民交流館パレアロビー及び県立図書館情報ギャラ
リーでの展示。
○熊本県立大学において、国際機関の職員を講師
に招き「水銀フリーに係る出前講座」を開催（受講者
約30名）。
○水銀フリーに係る啓発パンフレットを制作（日本語
版3,000部、英語版1,500部）。

環境政策
課

政策班
（35043）

88
地球温暖化
防止活動推
進事業

　「2050年県内CO2排出実質ゼロ」を実現するため、
県の地球温暖化防止活動推進センターを通して、地
球温暖化防止活動推進員や地域協議会への支援を
行い、県民、事業者の意識改革や省エネ行動等を促
進する。

【課題】
脱炭素の認知度は増加している一方、県民や事業
者の行動変容までは至っていない。地球温暖化防
止活動推進員による普及啓発活動を支援してくこと
がより一層必要。

【今後の方針】
推進員同士の連携を強化する機会となる研修会等
を実施することで推進員の地域での活動の広がりを
支援し、県民や事業者への地球温暖化対策の普及
啓発により一層取り組む。

○県の地球温暖化防止活動推進センターを通じ
て、地球温暖化対策地域協議会・地球温暖化防止
活動推進員の活動支援や、県民及び事業者への普
及啓発（相談窓口の設置、講演会、研修会等の開
催）を実施予定。

○県の地球温暖化防止活動推進センターを通じ
て、地球温暖化対策地域協議会・地球温暖化防止
活動推進員の活動支援や、県民及び事業者への普
及啓発（相談窓口の設置、講演会、研修会等の開
催）を実施。
講演会：７回、６２６人が参加
研修会：４回、１０１人が参加

環境立県
推進課

ゼロカー
ボン企画

班
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

89
県民ゼロ
カーボン行
動促進事業

脱炭素社会の実現に向け、県民・事業者等の行動
変容を促し、「2050年県内CO2排出実質ゼロ」に向け
た取組みを加速化させる。

【課題】
〇脱炭素の認知度は増加している一方、県民一人
ひとりの行動変容までは至っていない。
〇現状、県が一方通行で情報発信しており、脱炭素
の取組みについて、「自分事化」されていない。

【今後の方針】
脱炭素を自分事化し、実践に移す意識の浸透を図
るため、SNS等を活用し、更なる普及啓発に取り組
む。

○「くまもとゼロカーボン行動ブック」を活用し、小学
5年生を対象とした「肥後っ子教室」等において環境
教育を行うとともに各種団体の研修会等を活用し、
家庭や事業所での普及啓発を実施予定。
○地球温暖化対策をテーマにした「くまもと環境出
前講座」の実施予定。
○熊本高専八代キャンパスで講義実施予定。

○「くまもとゼロカーボン行動ブック」を活用し、小学
5年生を対象とした「肥後っ子教室」等において環境
教育を行うとともに各種団体の研修会等を活用し、
家庭や事業所での普及啓発を実施。
肥後っ子教室：318校、15,713名
○地球温暖化対策をテーマにした「くまもと環境出
前講座」の実施。
くまもと環境出前講座：9校、412名
○熊本高専八代キャンパスで講義実施。
○SNS上でのバナー表示やテレビ・ラジオ番組での
特集・コマーシャルを放映。
○中学生向けの脱炭素教育教材及び教育プログラ
ムを作成

環境立県
推進課

環境計画
推進班

90
環境学習事
業

　環境への負荷を少なくするライフスタイルを学び、
考え、日常生活で実践することを目的に、「エコライフ
体験教室」を開催する。

【課題】
国内における食品ロス発生量は年々減少傾向には
あるが、そのうち、家庭からの発生量はその半分を
占める。

【今後の方針】
イベント等を通して環境教育（エシカル消費、地産地
消など）を行い、環境の保全に配慮した消費生活に
係る意識の醸成を図る。

○「エコライフ体験教室」の開催
・エコクッキング等を中心とした体験教室を実施予
定。
【予定】
　期日：令和7年8月30日
　場所：熊本市植木公民館
　参加人数：24人程度

○「エコライフ体験教室」の開催
・エコクッキング等を中心とした体験教室を実施。
　期日：令和7年8月30日
　場所：熊本市植木公民館
　参加人数：17人

環境セン
ター

91
出前講座事
業

　環境センターの環境指導員やエコロジスト・リー
ダー及び環境教育指導者（各分野の専門家や大学
教授）を派遣し、環境学習（出前講座）を行う。

【課題】
各講座への参加団体数、参加者数の拡充。

【今後の方針】
引き続きSNS等を活用した広報や学校へのチラシ
配布等の広報活動を行い、出前講座事業の認知度
を向上させ、事業の利用拡大及び県民の環境保全
（食品ロス削減）に係る意識の醸成を図る。

○動く環境教室
・各団体の要請に応じて、環境センターの職員が環
境学習（出前講座）を開催。
　※1回、107人
○エコロジスト・リーダー養成講座
・環境保全のリーダー的人材を育成するための講
座を開催。
　（7月～8月に2日、実施予定）
○エコロジスト・リーダー派遣
・エコロジスト・リーダーで組織する団体「エコ村伝承
館」に派遣業務を委託して、自然体験・伝統文化体
験等の出前講座を実施。
　※12回実施予定

○動く環境教室
・各団体の要請に応じて、環境センターの職員が環
境学習（出前講座）を開催。
　※69回、2,665人
○エコロジスト・リーダー養成講座
・環境保全のリーダー的人材を育成するための講
座を開催。
　　（7/26　27名、8/23　19人）
○エコロジスト・リーダー派遣
　・エコロジスト・リーダーで組織する団体「エコ村伝
承館」に派遣業務を委託して、自然体験・伝統文化
体験等の出前講座を実施。
　※12回実施

環境セン
ター

26
(再)

食の安全安
心に関する
出前講座や
セミナー等の
開催【再掲】

　食の安全安心に関する県民の知識の普及や理解
促進のため、消費者等の関心の高いテーマ（食品表
示、食品添加物等）を設定した食の安全セミナーや
地域での意見交換会等を開催するとともに、食品表
示制度や食の安全性確保に関する取組みについて
の出前講座や研修会等も積極的に実施する。

【課題】
食品表示は、関連法令が多岐にわたり、表示内容
も複雑なことから、事業者の制度に対する理解不足
や確認漏れ等による不適正表示が依然として見ら
れる。

【今後の方針】
各種講習会等について、講習会の内容や開催時期
等を検討し、食品表示の更なる適正化へ向けて、消
費者等への正確な情報提供を推進する。

○出前講座の実施（募集中）
○特定テーマによる「食の安全セミナー」の開催（時
期未定）
○食品適正表示推進者講習会の開催（8～10月、12
～2月予定）
○業種別講習会の開催（時期未定）

○出前講座の実施（20回）
○特定テーマによる「食の安全セミナー」の開催（1
回）
　　（テーマ「輸入食品」、11月開催、50人）
○食品適正表示推進者講習会の開催（8～10月、12
～2月）
○業種別講習会の開催（11回）

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

24
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

32
(再)

食の安全安
心確保に係
る情報提供
【再掲】

  食の安全安心確保のため、食の安全に関する県の
施策や関係団体の取組について、県のホームペー
ジ等を活用し、県民へ積極的な情報提供を行う。

【課題】
情報の掲載場所が整理されておらず、食の安全安
心に関する情報の収集が難しい状態であった。

【今後の方針】
令和７年度、新たに開設したポータルサイトを活用
する。情報を整理し積極的に発信する。

○食品検査結果等、食の安全安心に関する情報を
県ホームページに掲載する。

○食品検査結果等、食の安全安心に関する情報を
県ホームページに29回掲載した。

くらしの安
全推進課

食の安
全・食品
表示対策

班

10
(再)

消費者月間
記念事業の
開催【再掲】

　県民が消費生活への関心を持つきっかけとするた
め、「消費者月間」の5月に、相談会、相談窓口等の
広報・啓発等を集中的に実施する。

【課題】
消費者トラブルに遭った時に、どこに相談すればい
いのかわからない等の理由から相談まで行きつか
ない消費者がいることから、相談窓口の周知が依
然として課題。

【今後の方針】
消費者月間には、引き続き県民に向けた相談窓口
の周知や消費者トラブルに遭わないためにはどうし
たら良いかといった消費者教育の普及や啓発活動
を行う。

○ラジオ、テレビCMにて、広報活動を実施
○下通アーケード内にて街頭キャンペーン（5/10）を
実施
○パネル展の実施（県庁地下展示スペース、くまも
と県民交流館パレア9階ロビー、熊本県立図書館1
階ギャラリー展示場）
○令和６年度消費者相談概要等の報道機関への
情報提供
○消費者月間記念勉強会及び消費者支援功労者
表彰伝達式（5/30）
○県内一斉消費者トラブル相談(5/30）を実施

○ラジオ、テレビCMにて、広報活動を実施した。
○下通アーケード内にて街頭キャンペーンを実施し
た（5/10）。
○パネル展を実施した（県庁地下展示スペース、く
まもと県民交流館パレア9階ロビー、熊本県立図書
館1階ギャラリー展示場）。
○令和6年度消費者相談概要等の報道機関への情
報提供を行った（5/29）。
○消費者月間記念勉強会及び消費者支援功労者
表彰伝達式を行った（5/30）。
○県内一斉消費者トラブル相談を実施した（5/30）。

消費生活
課

企画推進
班

92

消費生活出
前講座・金融
関連消費者
教育推進事
業

　消費者被害の未然防止と消費者の自立の支援及
び金融教育の推進のため、市町村、老人会、事業
所、大学等に出向いて消費生活に関する講座を行
う。

【課題】
消費者被害の防止やトラブルの早期解決、多重債
務問題の改善を図るためには、住民に身近な市町
村等における「消費者相談体制の強化」や「消費者
被害防止の取組強化」、「多重債務者相談への対応
充実」が必要である。

【今後の方針】
市町村、老人会、事業所、大学等に出向いて消費
生活に関する講座を行う。

○市町村、老人会、事業所、大学等に出向いて消
費生活に関する講座を行う。

○地域における消費生活啓発講座に、金融広報委
員会と連携して講師を派遣した。（26件）

消費生活
課

消費者支
援班

50
(再)

消費生活条
例、特定商
取引法、家
庭用品品質
表示法に基
づく申出制
度の啓発【再
掲】

　消費者の利益の擁護を図るため、消費者等の利益
が害される恐れがあると認める場合等に、消費者が
知事又は主務大臣に対し、適切な措置を求めること
のできる申出制度についての啓発を行う。

【課題】
取引の公正の確立及び消費者の利益を守ることを
目的に、消費者などからの情報を収集することを図
る。

【今後の方針】
担当者説明会での周知、展示等による啓発の実
施。

市町村や事業者への説明会等での周知、展示等に
よる啓発を行う。

市町村や事業者への説明会等での周知を行った。
消費生活

課
消費者支

援班

93
家庭用品品
質表示法の
啓発

　家庭用品の品質に関する表示の適正化のため、
事業者・消費者に対する啓発を行う。

【課題】
一般消費者が製品の品質を正しく認識し、その購入
に際し不測の損失を被ることのないように、事業者
は家庭用品の品質に関する表示を適正に行う必要
がある。

【今後の方針】
家庭用品品質表示法に関する啓発及び立入検査を
実施する。

○家庭用品販売店に立入検査を実施するとともに、
消費者、事業者に対し、啓発活動を行う。
※立入検査：０店舗

○家庭用品販売店に立入検査を実施するとともに、
事業者に対し啓発活動を行った。
※立入検査：４店舗

消費生活
課

消費者支
援班

25



　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

25
(再)

消費生活用
製品安全法
に基づく指導
及び啓発【再
掲】

　消費生活用製品の安全性の確保のため、事業者
に対し立入検査を実施するとともに、消費者、事業
者に対し、啓発活動を行う。

【課題】
一般消費者が製品の品質を正しく認識し、その購入
に際し不測の損失を被ることのないように、事業者
は家庭用品の品質に関する表示を適正に行う必要
がある。

【今後の方針】
確実な法執行と事業者指導の実施を行う。

○消費生活用製品を販売する事業者に対し立入検
査（4店舗予定）を実施するとともに、ホームページ
や報道機関を通して、啓発活動を行う。

○国からの消費者被害情報等を随時市町村に提供
するとともに、消費生活用製品を販売する事業者に
対し立入検査を実施した。
※立入検査：4店舗

消費生活
課

消費者支
援班

15
(再)

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援【再掲】

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成」を実施
（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班

46
(再)

計量教室【再
掲】

　計量記念日（11月１日）関連行事として、計量につ
いての知識や計量法上の特定商品・特定計量器な
どの計量制度の普及啓発のため、県内各地域で住
民向けの「計量教室」を開催する。

【課題】
計量教室参加者の年代・性別に偏りが見られるた
め、より多様な県民に参加してもらうことが望まし
い。

【今後の方針】
多様な年代・性別の県民に参加いただけるよう、開
催市町村と連携して開催周知及び参加者募集を行
う。

○益城町、合志市及び天草市において、商品量目
試買調査を中心とした計量教室を11月頃開催予
定。

〇合志市、天草市及び長洲町において、商品量目
試買調査を中心とした計量教室を11月に開催した。
　・合志市（R7.11. 4 / 19名参加）
　・天草市（R7.11.25/ 14名参加）
　・長洲町（R7.11.27/ 21名参加）
〇計量教室参加者を熊本県計量モニター（ボラン
ティア）に任命し、適正計量への理解を促進した。
　・3市町／計54名任命

産業技術
センター

計量グ
ループ

94
地下水と土
を育む農業
の推進

　熊本の宝である地下水と土を50年先、100年先の
未来に引き継ぐため、「地下水と土を育む農業」に対
する県民の理解を促進し、その農産物の積極的な購
入を通じて農家を支える県民運動を推進する。

【課題】
令和６年度の県民アンケートで、地下水と土を育む
農業及びくまもとグリーン農業の認知度がどちらも
目標に届かなかった。

【今後の方針】
子どもたちを対象とした現地勉強会や副読本等これ
までの取組みを継続するとともに、地下水と土を育
む農業やくまもとグリーン農業を知らない消費者
に、農産物を手にとってもらえるようなイベント（マル
シェに出展等）を検討し、認知度向上を図る。

熊本の地下水と土の保全に資する「地下水と土を育
む農業」や環境にやさしい「くまもとグリーン農業」に
関して
○子どもたちの理解を促進するための副読本を作
成し、県内の小学生に配布する。副読本は電子化
し、タブレット端末等で閲覧できるよう対応する。
○子どもたちを対象とした現地勉強会を開催する。
○消費者向け各種イベントへの出展やPRキャン
ペーンを実施する。

○子どもたちの理解を促進するために小学校新4年
生向け副読本を電子版で作成し、熊本県庁HPに掲
載することで、タブレット端末等で閲覧可能にした。
○有機農法や地下水と土を育む農業等について学
ぶことができる子ども勉強会バスツアーを2回開催し
た（12月、山都町、36名参加。2月、七城町、40名参
加。）。
〇マルシェを含めてイベントにブースを出展し、アン
ケート抽選会等にのべ1054名参加。

農業技術
課

みどりの
農業推進

班

26



　令和７年度（２０２５年度）消費者基本計画　個別事業管理表（第４次基本計画関係）

ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

95
県内農林水
産物等の地
産地消推進

　県民や生産者、関係事業者及び関係機関におけ
る県内農林水産物等の優先的な利活用や熊本の食
文化等への理解促進のため、地産地消の推進に向
けた取組を推進する。

【課題】
若年層など幅広い県民に対する県産品への地産地
消理解促進のため、更なる啓発が求められる。

【今後の方針】
引き続きHPやSNS等での広報活動で県食材の魅力
について発信することで、地産地消を推進する。

○地産地消に係る情報発信と普及啓発
　・ホームページ（地産地消サイト）への情報掲載
　・地産地消に関する県公式SNSでの情報発信
○地産地消協力店の指定
小学生等を対象にしたイベント等の実施

○地産地消に係る情報発信と普及啓発
　・地産地消に関する様々な情報、取組を地産地消
サイトで発信
　・地産地消に関する県公式SNSでの情報発信(月2
回程度)
○地産地消協力店の指定（令和8年3月末で約490
店舗を指定）
○小学生と保護者向けイベント開催（8月、40名）

流通アグ
リビジネ

ス課

地産地消
班

96
くまもとの森
林環境教育
推進事業

　消費者に森林の働きや木材の良さなどを理解して
もらうため、県民へ木のぬくもりや香りに親しむ環境
を提供し体感してもらう教育活動である「木育」を推
進する。

【課題】
事業計画以上の実績を上げており、事業実施上の
課題はない。
　しかし、消費者に森林の働きや木材の良さなどを
理解してもらうための教育活動であり、 継続した取
組みが大切と考えている。

【今後の方針】
今後も、熊本県水とみどりの森づくり税を活用した
第５期（令和7年度（2025年度）～令和12年度（2029
年度））計画に基づき、事業を着実に遂行していく。

○幼稚園、保育園等へ木製遊具の貸出と木育プロ
グラムの実施。（貸出予定件数：30団体以上）
○県産木材で作った机・椅子や木製品を導入する
保育園や幼稚園等へ補助。
○小学5年生社会科、中学1年生技術家庭科用の木
育副読本を県内全ての小中学校へ配布。
○木育の知識を身につける木育インストラクターを
養成する講座を初級・中級・上級合計4回実施。
○地域で木育活動を行う団体へ補助。（補助対象：9
団体予定）
○各地域の木材需要拡大協議会において森林教
室・木工教室等の活動を実施。

○幼稚園、保育園等へ木製遊具の貸出と木育プロ
グラムの実施。（貸出件数：38団体）
○県産木材で作った机・椅子や木製品を導入する
保育園や幼稚園等へ補助（補助対象：８団体）。
○小学5年生社会科、中学1年生技術家庭科用の木
育副読本を県内全ての小中学校へ配付。
○木育の知識を身につける木育インストラクターを
養成する講座を初級2回、中級・上級・を各1回実施
（合計養成人数：62人）。
○地域で木育活動を行う団体へ補助。（補助対象：
１１団体）
○各地域の木材需要拡大協議会において森林教
室・木工教室等の活動を実施。

林業振興
課

くまもと木
材利活用
推進班

97

防犯講習会
（学校、地
域、事業者
等向け）

　「電話で『お金』詐欺」や悪質商法等による被害防
止のため、学校、地域における各種会合、関係事業
者等を対象に、現状や対処法についての講話を実
施する。

【課題】
「電話で『お金』詐欺」及びSNS型投資・ロマンス詐
欺は、依然として
増加傾向
高齢者だけでなく若い世代の被害も多発

【今後の方針】
携帯電話を含めた犯人からの電話を受けない対策
の推進（国際電話の着信拒否設定など）
「電話で『お金』詐欺」被害防止コールセンター（むさ
し安心コール）やSNSなどあらゆる媒体を活用した
幅広い世代に向けた広報啓発の推進

○被害防止を図るため、全国、県内の傾向を分析
し、手口等を具体的に説明して、現状や対処法につ
いて講話や情報発信を実施中。
押収名簿登載者等に対し、「電話で『お金』詐欺」被
害防止コールセンター（むさし安心コール）から電話
をかけ、注意喚起を実施中。
SNS利用者等に対するSNS型投資・ロマンス詐欺被
害防止に関する広報啓発を実施中。

・固定電話の国際電話利用休止申込み、携帯電話
の警察庁推奨アプリ登録等による犯人からの電話
を受けない対策を推進した。
・　熊本県警察「電話で『お金』詐欺」対策マスコット
「ワルモン」を活用した広報啓発活動を推進した。
・押収名簿登載者等に対し、「電話で『お金』詐欺」
被害防止コールセンター（むさし安心コール）から電
話をかけ、注意喚起を実施した。
・SNS型投資・ロマンス詐欺被害防止のため、SNS
の広告表示等による広報啓発活動を推進した。

警察本部
生活安全
企画課

生活環境
課

【生活安
全企画

課】
電話で

『お金』詐
欺対策係

【生活環
境課】

企画指導
係

98
トラブル対処
法等被害防
止講話

　 サイバー犯罪被害防止のため、県内の学校、保
護者、教育関係者等を対象に、インターネットや携帯
電話等に関するトラブルの現状とその対処法につい
ての講話を実施する。

【課題】
サイバー事案は、多岐に及ぶだけでなく、新たな手
口が現れるなど無数に留意点が存在することから、
注意啓発内容の選定が困難であった。

【今後の方針】
サイバー事案被害防止のため、事案の発生状況や
流行の手口を分析し、より効果的かつタイムリーな
各種広報啓発活動を継続していく。

○本部各課や各警察署のほか、民間企業、教育機
関等と連携して、県民に対しサイバー犯罪被害防止
のための各種広報啓発活動を継続的に実施してい
る。
〈内容〉
・各種学校の生徒や保護者、教育関係者等を対象
とするサイバー犯罪被害防止講話を実施している
（講話件数１１件）。

〇本部各課や各警察署のほか、民間企業、教育機
関等と連携して、県民に対しサイバー犯罪被害防止
のための各種広報啓発活動を継続的に実施
（内容）
・各種学校の生徒や保護者、教育関係者等を対象
とするサイバー犯罪被害防止講話を実施（講話件
数250件）

警察本部
サイバー
犯罪対策

課

企画係
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

　　２　効果的な消費者教育のための取組の推進

　　　（１）多様な主体との連携促進

99
消費者団体
の自主的活
動の支援

　消費者団体の健全かつ自主的な活動を促進する
ため、県ホームページ等で主催事業に参加を周知
し、消費者への啓発活動等について支援する。

【課題】
消費者教育の推進のため、引き続き、消費者団体
との連携のもと講演会等を実施する必要がある。

【今後の方針】
消費者団体の活動を県民に周知する機会である消
費者大会を引き続き実施、支援する。

○消費者団体等と共催で、12月に消費生活講演会
及び消費者発表大会を開催予定。

○消費生活講演会及び消費者発表大会をJ-FLEC
や消費者団体等と共催で開催した（12/2）。

消費生活
課

企画推進
班

100
消費者教育
推進地域協
議会の開催

　消費者教育を推進するため、消費者教育推進地域
協議会を開催し、有識者の意見を聴き、施策に反映
させる。

【課題】
成年年齢の引き下げに伴い、若年層への消費者教
育がより重要になってきている。また、市町村毎に
消費者教育出前講座の実施回数にばらつきがあ
る。

【今後の方針】
協議会委員や関係団体と連携しながら、県内の消
費者教育の更なる充実を図るための施策を検討す
る。

○県消費者教育推進計画に掲げる施策・事業の実
施状況について協議するため、消費者教育推進地
域協議会を開催する。（７月開催予定）

○県消費者教育推進計画に掲げる施策・事業の実
施状況及び第５次計画の策定について協議するた
め、消費者教育推進地域協議会を開催した。（8/1、
11/4開催）

消費生活
課

企画推進
班

101
市町村消費
生活推進研
修事業

　市町村消費者行政担当職員・消費生活相談員に
対して、消費者行政・相談窓口対応業務の基本的な
知識、及び応用的な事項について研修を行う。

【課題】
県内の小規模な市町村等においては、消費者行政
担当職員が１名のみで、さらに他の業務を複数兼務
していることも多いと認識しており、そういった県に
よるサポートが必須と考える。

【今後の方針】
研修等の機会を捉えて顔の見える関係を構築し、
相互に相談や意見交換を深め、県内のサービスを
平均化させることが重要である。

○市町村の消費者行政担当職員を対象とした研修
会を5/12に実施。消費者行政担当者など40名が参
加。
○消費者行政担当職員及び消費生活相談員を対
象とした研修を実施（9月開催予定）

○市町村の消費者行政担当職員を対象として5/12
に研修会を対面で実施。消費者行政担当者など40
名が参加。
○市町村消費生活相談員連絡会議を開催（12/4）。
消費生活相談員など24名が参加。

消費生活
課

企画推進
班

消費者支
援班

15
(再)

市町村にお
ける見守り
ネットワーク
体制構築の
支援【再掲】

　高齢者等の消費者被害の未然防止・早期救済を
図るため、市町村における見守りネットワーク体制の
構築を支援する。

【課題】
〇消費者安全法に基づく見守りネットワークを設置
している県内市町村数は６市町村であり、県内の見
守り体制構築は未だ道半ばであるが、一方で、法定
協議会ではないものの、既存の福祉等のネットワー
クを活かして、実質的な見守り活動を実現している
市町村もある。
〇国が掲げた見守り体制の設置推進に関する数値
目標等は対象期間が令和６年度で終了し一旦区切
りを迎えたため、今後の国の方針を注視し、県内の
対応を検討する必要がある。

【今後の方針】
国の見守りネットワークに関する動向を注視し、新
たな方針等が示された場合はその情報を速やかに
市町村と共有し検討していく。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ消費者被害に関する情報提供を行う。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催し、各市町村、関係団体に最新
の消費者被害や悪質商法などに関する情報提供や
意見交換を行う。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成事業」を実
施する。

○高齢者の見守りに活かせるよう、熊本県高齢者
等消費者被害見守りネットワーク連絡協議会の構
成団体等へ、メールやチラシによる消費者被害に関
する情報の提供を行った（随時）。
○熊本県高齢者等消費者被害見守りネットワーク
連絡協議会を開催（12/11）。各市町村、関係団体に
最新の消費者被害や悪質商法などに関する情報提
供や意見交換を行った。
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談支援担い手育成」を実施
（受講者40名）。

消費生活
課

企画推進
班
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

　　　（２）消費者教育の担い手育成

【高校教育課】
○家庭科、公民科、商業科等での授業において、消費
者教育を実施した。
○金融経済教育推進機構（J－FLEC）にて作成した学
習指導案等の活用について周知した。

【義務教育課】
○７月実施の教科等指導主事研修会等において、消費
者教育の推進や出前講座に関する資料配付等の情報
提供を行った。
○金融経済教育推進機構（J－FLEC）にて作成した学
習指導案等の活用について周知した。

【特別支援教育課】
○特別支援学校全校で実施。
教科等での主な指導内容：社会、公民、生活、職業・家
庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳など
（小学部：例）
　生活：：教師と一緒に金銭を使う体験等を行い、金銭
の扱いについて学んだり、自分の身近な公共施設に出
かけたり、インターネットによるサービスを利用したりす
る体験を重ねるなど、社会の仕組みと公共施設の利用
の仕方などを指導した。
（中学部：例）
　職業・家庭：生活に必要な物の選び方や買い方、計画
的な使い方などの学習を通して金銭の適切な使用と管
理について指導した。また、スマホ・ネットでのトラブル
事例をもとに、インターネット通販や電子マネーなども
含め消費生活の基本的な事項を指導した。
（高等部：例）
　家庭、情報：インターネット通販の特徴やトラブル事例
から注意点や対処方法について指導したり、現金、カー
ド、スマホ決済等の電子マネーの適切な利用を含め、
売買契約の仕組みや消費者被害の背景とその対応に
ついて指導した。また、商品購入や受けたいサービスな
どの選択に必要な情報の収集と整理、比較と検討、契
約について指導した。

高校教育
課

義務教育
課

特別支援
教育課

【高校教
育課】

産業教育
指導班
（57466）

【義務教
育課】
連携班
（57856）

【特別支
援教育

課】
特別支援
教育指導

班
（57502）

78
(再)

学校におけ
る消費者教
育の推進【再
掲】

　教育活動の全体を通じて、幼児、児童及び生徒の
発達の段階に応じた消費者教育の実施又は実施の
ための支援を行う。また、消費者教育の現状につい
て理解を深め、消費者教育の充実を図り、授業に活
動できる環境を整えるため、消費者教育に関する情
報や実践事例を提供する。

【課題】
【高校教育課】
１８歳、１９歳の消費生活相談の内容の多様化と件数
の増加
消費者トラブルや相談内容の多様化に伴い、より専門
分野の方からの情報やアドバイスが必要になってきた。
　
【義務教育課】
教科等指導主事研修会等において、消費者教育の推
進や出前講座に関する資料等の配付等の情報提供を
行う必要がある。

【特別支援教育課】
学校からは、課金やスマホに依存する事案やSNS内の
トラブルについての事案が挙がってきており、対応に追
われている現状があった。

【今後の方針】
【高校教育課】
これまでの実施内容を継続しつつ、より専門的でリアル
な授業を行っていくために、教師と専門機関等が連携し
た授業づくりの推進を行う。

【義務教育課】
教科等指導主事研修会等において、消費者教育の推
進や出前講座に関する資料配付等の情報提供を行う。

【特別支援教育課】
トラブルに陥りやすい状況（場面）や、より消費者教育
に関係する学習プログラム等の情報を提供し、子供た
ちがトラブルにあった際の対処方法だけでなく、トラブル
に遭わないための学習ができるよう、有益な情報を適
宜提供する。

【高校教育課】
・高等学校期：全校で実施
　主な内容：家庭科、公民科、商業科等
公民科：自主的かつ合理的に社会の一員として行動す
る自立した消費者の育成、または若年者の消費者被害
の防止・救済の視点から、多様な契約及び消費者の権
利と責任、消費者保護の重要性等を指導。
家庭科：家計管理の重要性や家計と経済との関わり、
生涯を見通した経済の管理や計画の重要性、消費者
問題や消費者の権利と責任、自立した消費者としての
意思決定、消費者保護、持続可能な社会を目指した消
費生活等をより専門的かつリアルな内容で指導。
商業科：ビジネスに携わる立場から消費者基本法、消
費者契約法、不当景品類及び不当表示防止法、特定
商取引法など消費者の保護に関係する法律について
指導。

【義務教育課】
○教科等指導主事研修会等において、消費者教育の
推進や出前講座に関する資料配付等の情報提供を行
う。

【特別支援教育課】
○特別支援学校全校で実施。
教科等での主な指導内容：社会、公民、生活、職業・家
庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳など
（小学部：例）
　生活：引き続き教師と一緒に金銭を使う体験等を行
い、金銭の大切さや必要性について学んだり、自分の
身近な公共施設に出かけたりインターネットによるサー
ビスを利用したりする体験を重ねるなど社会の仕組み
と公共施設の利用の仕方などを指導する。
（中学部：例）
　職業・家庭：引き続き生活に必要な物の選び方や買い
方、計画的な使い方などの学習を通して金銭の適切な
使用と管理について指導する。また、スマホ・ネットでの
トラブル事例をもとに、インターネット通販や電子マ
ネー、SNS等なども含め消費生活の基本的な事項を指
導する。
（高等部：例）
　家庭、情報：引き続きインターネット通販の特徴や注
意点、対処方法について指導したり、現金、カード、スマ
ホ決済等の電子マネーの適切な利用を含め、トラブル
に遭いやすい状況やその対応について指導したりす
る。また、商品購入や受けたいサービスなどの選択に
必要な情報の収集と整理、比較と検討、契約について
指導する。
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ＮＯ 事業名 事業概要 課題及び令和７年度を含む今後の方針
令和７年度事業計画及び実施状況

（令和７年４月末時点）
令和７年度事業実績

担当課・班名
（内線番号）

参考　１

102

高等学校教
員に対する
消費者教育
の推進

高等学校教員に対する消費者教育の推進

【課題】
消費者トラブルや相談内容の多様化に伴い、より専
門分野の方からの情報やアドバイスが必要になっ
てきた。

【今後の方針】
これまでの実施内容を継続しつつ、より専門的でリ
アルな授業を行っていくために、教師と専門機関等
が連携した授業づくりの推進を行う。

・教員に対して、学校指導の充実を図るため、消費
者教育に関する情報を提供する。
・教育課程研究協議会、家庭科主任会等において、
消費者教育に関する情報を提供予定。また、授業
づくりの研修として、主任会等で専門機関等と連携
した授業について取り上げ、生徒の資質・能力の向
上を目指す。

○教職員に対して、授業等での金融経済教育の充
実のため、金融経済教育推進機構（J－FLEC）から
の学習指導案等の情報提供を行った。
○令和7年4月に県内の産官学金が一体となって県
内高校生を対象に金融経済教育の出前講座を行う
「ALL熊本金融経済教育プロジェクト」を発足し、申
請のあった学校の生徒の実情に合わせた出前講座
を実施した。
○「学びの祭典」での掲示や家庭科主任会で「学び
のパートナー」としての授業づくりを企業や団体、行
政の関係の方とグループ協議を行った。

高校教育
課

産業教育
指導班
（57466）

103

小中学校教
員に対する
消費者教育
の推進

　教員に対して、学習指導の充実を図るため、消費
者教育に関する情報を提供する。

【課題】
各教科等における教育活動の中で、消費者生活に
係る基礎的な知識を定着させたり、実践につなげた
りするために、児童生徒の発達段階に応じた指導
方法の工夫改善や研修等の充実を図る必要があ
る。

【今後の方針】
学習指導要領に基づき、各教科等における教育活
動の中で、消費者生活にかかる基礎的な知識を定
着させ、実践につなげられるよう、児童生徒の発達
段階に応じた指導方法の工夫改善を図ること等に
ついて研修等で周知を行う。

○学習指導要領に基づき、各教科等における教育
活動の中で、消費者生活にかかる基礎的な知識を
定着させ、実践につなげられるよう、児童生徒の発
達段階に応じた指導方法の工夫改善を図るよう研
修等で周知を行う。
○学習指導の充実を図るため、消費者教育に関す
る講演等の情報提供等を行う。

○学習指導要領に基づき、各教科等における教育
活動の中で、消費者生活に係る基礎的な知識を定
着させ、実践につなげ、児童生徒の発達段階に応じ
た指導方法の工夫改善を図るように、７月実施の教
科等指導主事研修会等において、周知を行った。
○学習指導の充実を図るため、消費者教育に関す
る「消費者教育に関する文部科学省と消費者庁の
関連事業について」、「金融経済教育推進機構（J－
FLEC）にて作成した学習指導案等の活用につい
て」、「金融経済教育研究校について」等の情報提
供等を行った。

義務教育
課

義務教育
連携班
（57856）

104

特別支援学
校教員に対
する消費者
教育の推進

　教員に対して、学校指導の充実を図るため、消費
者教育に関する情報を提供する。

【課題】
卒業後も含めて、課金やスマホに依存する事案や
SNS内のトラブルが多かった。

【今後の方針】
消費者教育に関係する学習プログラム等の情報を
提供し、子供たちがトラブルにあった際の対処方法
を学習できるよう、有益な情報を適宜提供する。

○引き続きスマホ・ネット、ネットショッピング、カー
ド、スマホ決済等でトラブルに遭わないための注意
点や対処方法を学ぶことができるように取り組むと
ともに、SNS等、トラブルに遭わないための消費者
教育に関係する学習プログラムに関する情報を提
供する。
加えて、ALL熊本プロジェクトに関する情報も学校へ
適宜提供する。

○金融経済教育の推進を含め、消費者教育の更な
る充実のために、ALL熊本プロジェクトに係る出前
講座の情報提供を行った。県立特別支援学校から
は３校活用があり、うち１校では「卒業後ほとんどの
生徒が就職する」という実態を踏まえ、より実践的な
「資金管理編」の講座が実施された。「家庭科の授
業だけでは補いきれない、ローンやクレジットの具
体的な危険性・事例、トラブル時の対処法を学びた
い」という学校側の強いニーズに応える内容であり、
生徒たちが就職後の実生活に潜むリスクを肌で感
じ、自立した社会人としての実践的な判断力を身に
つける極めて有益な機会となった。

特別支援
教育課

特別支援
教育指導

班
(57543)

105
研修事業（領
域別研修）

　本県児童生徒の学力向上を目指して、ＩＣＴを効果
的に活用した教科指導の改善を推進するために、教
職員のＩＣＴ活用指導力の向上及び児童生徒の情報
活用能力の育成を図る研修を行う。

【課題】
令和６年度の研修は技術的な側面に寄った内容で
あった。もっと教育的な視点（指導）で取り組めるよ
うな内容も増やすべきであった。

【今後の方針】
研修の前半はプログラミングの実技を行い、後半は
授業での指導について行うように計画を見直した。

○学力向上を目指すタブレット活用授業実践研修を
８月６日（水）に実施。
○プログラミング教育推進のために「プログラミング
教育研修（小中学校教職員対象）」を熊本高等専門
学校との連携協定を活用して開催（６～９月に計６
回開催）

○タブレット活用授業実践研修を８月６日（水）に予
定通り実施し、８名の参加があった。校種によって
使用端末のOSが異なるため、研修後半の演習時間
は個別に対応した。研修後のアンケートの有用感平
均は１．４（４段階中１が高）であった。
○熊本高等専門学校との連携したプログラミング研
修を次のとおり開催した。
　［小学校・特別支援学校対象］
　　７月３０日、８月１８日、８月１９日
　［中学校・特別支援学校対象］
　　６月９日、８月２０日、９月１日
各回とも研修の前半は高専関係者による技術的な
指導を行い、後半はセンター所員による学校教育の
視点からの演習等を行った。

教育セン
ター

情報教育
研修室
（外線：

0968-44-
6611）
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106

熊本県教育
情報化推進
事業におけ
る指導者養
成講習会

　本県児童生徒の情報活用能力の育成をめざし、学
校教育活動における効果的なICT(情報通信技術）の
活用や情報安全・情報モラル教育等を推進するため
に、教職員の情報教育における指導者（地域リー
ダー、校内リーダー）の育成を図る。

【課題】
サイトの閲覧が期待した頻度で行われていない。

【今後の方針】
教育センターで運用している研修サイトにリンクを貼
り、情報化応援サイトへのアクセスの窓口を広げ
る。また、教育センターの情報教育に関する研修で
も紹介していく。

○学校の情報化応援サイトの運用（令和4年6月～）
　進展の加速度を増す情報化に対応できる学校教
育を実現し、学校教育の質を向上させるために、各
学校での教育の情報化（教師のＩＣＴ活用、児童生
徒の情報活用能力の育成、校務の情報化）を推進
する資質・能力の育成を図るための情報をオンライ
ンで提供を行っている。

○学校の情報化応援サイトのコンテンツを令和７年
度も更新した。教育センターや所外で行う「教育の
情報化」に関する研修でも有効活用した。教育セン
ターで別途運用している教職員向けサイト（KYOサ
ポサイト）にもリンクを貼るなどし、サイト間の連携を
強化した。

教育セン
ター

情報教育
研修室
（外線：

0968-44-
6611）

107
研修事業（経
験者研修）

　学習指導要領の内容を具現化するため、消費者教
育の現状とその必要性について理解を深め、社会
科、家庭科の教科研修を中心に授業指導力を育成
する研修を行う。
　また、消費生活センターと連携し、本県の消費者問
題を踏まえた教育実践について演習を交えた研修を
行う。

【課題】
小学校と中学校の内容の系統性は図ることができ
たが、高等学校まで含めた内容の系統性を提示す
ることができなかった。

【今後の方針】
家庭科に関するすべての校種の初任者研修におい
て、内容の系統性を提示し、各校種が重点的に指
導する内容について再度確認をしてもらう。また外
部施設との連携を含めた教科指導ができる研修を
行う。

○県立学校初任者研修においては、小中学校の内
容の系統性を理解し、家庭科における消費者教育
の推進の在り方、SDGsを踏まえた消費者市民社会
の実現について扱う。
○小中学校の家庭科に関する研修においては、高
等学校の内容の系統性を示し、全ての年次研修の
中で、学習指導要領を踏まえながら、消費者の権利
と責任を考えさせたり、SDGｓとの関連を意識して指
導を行うことにつながる研修を行う。

○県立学校初任者研修において、小中高の内容を
系統的に示した。また家庭科における消費者教育
の推進に向け、SDGｓを踏まえた関係官庁のHPを
参考にした研修を実施した。
○小中学校の家庭科に関する研修においては、高
等学校の内容を系統的に示した。小学校において
は「買物の仕組みや消費者の役割」について扱っ
た。中学校においては「売買契約の仕組み」と関連
させて、三者間契約について扱い、「消費者の権利
と責任」について考えさせることにつながる研修を
行った。

教育セン
ター

第二教科
研修室
（外線：

0968-44-
6611）

108

私立高等学
校等経常費
助成費補助
事業

　消費者教育を行っている私立高等学校に対し、経
常費助成額を加算する。

【課題】
令和5年度に比べ1校増えたが、21校のうち11校に
留まった。

【今後の方針】
引き続き加算対象に設定し、更なる消費者教育の
促進を図る。

○消費者教育を行っている私立高等学校に対し、
経常費助成額を加算する。（令和8年3月予定）

○消費者教育を行っている私立高等学校12校に対
し、経常費助成額を加算した。（令和8年3月）

私学振興
課

私学運営
支援班

109
「親の学び」
推進事業

くまもと家庭教育支援条例に基づき、すべての保護
者に対し、家庭教育の重要性を周知・啓発するととも
に、親としての学びを深める「親の学び」講座の普及
に取り組む。また、講座を推進する人材養成研修に
おいて消費者教育に係る情報提供を行う。

【課題】
「親の学び」講座は、講座申請団体のニーズに合わ
せて使用するプログラムを選定するため、必ず消費
者教育に関する内容が入るとは限らない。

【今後の方針】
申請団体のニーズを優先として講座プログラムを選
定するが、折をみて最新の消費者問題（課金問題・
振込詐欺等）に触れる。

「親の学び」講座を実施する進行役及びその進行役
に指導助言を行うトレーナーを育成するため、県内
全域で市町村と連携して組織的・計画的に人材養
成研修を開催。
○くまもと「親の学び」プログラムトレーナー研修会
　第1回：県内3会場
　第2回：県内１会場（10/8予定）
○くまもと「親の学び」プログラム進行役養成講座
　県内10地域で市町村と連携して実情に合わせて
開催
○家庭教育支援関係者フォーラム県内1会場
（11/29予定）

○「親の学び」講座の実施数は、３,８７５講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年比＋２７）
「親の学び」講座の受講者数（オンデマンドも含む）
は、１３４,９８９人（前年比＋１０,７９４人）とともに数
は増えており、普及啓発は確実に進んでいる。
○くまもと「親の学び」プログラムトレーナー研修会
を計４回行い、１８６人（前年比＋４人）の参加があっ
た。
○くまもと「親の学び」プログラム進行役養成講座
は、県内１０地域の２０会場で行い３９５人（前年比
－４９人）の参加があった。
○家庭教育支援関係者フォーラムは、令和７年豪
雨災害による業務改善の視点から、未実施である。

社会教育
課

家庭教育
支援班
（57945）
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110
民生委員・児
童委員一般
研修会

　複雑・多様化した住民の福祉ニーズに適切に対応
するため、民生委員・児童委員に対し実践活動の強
化に資する研修を行う。（研修テーマの一部に消費
生活分野を設定）

【課題】
社会情勢や地域の課題を考慮して研修テーマが選
択されるため、消費者施策に関するテーマが選択さ
れるとは限らない。

【今後の方針】
民生委員・児童委員は消費生活に関する相談に対
応する場合もあり、今後も周知していくべき内容で
あるため、引き続き、消費生活分野のテーマを設け
る。また、社会情勢や地域の課題に合わせた内容と
なるようなテーマ設定を行う。

○当課が提示した研修テーマを参考に、各広域本
部（一部地域振興局）が企画し全ての民生委員・児
童委員を対象に研修を実施。（各広域本部が消費
生活分野を選定するか現段階では未定）

・宇城地域振興局
日時：令和８年２月２５日、受講者数：２０３名
・県南広域本部(八代、芦北、球磨)
日時：令和８年２月中の任意の日、受講者数：八代
２６１名、芦北８６名、人吉２４１名
・県北広域本部(阿蘇、玉名、鹿本、菊池)
日時：令和８年１２月～１月の任意の日、受講者数：
阿蘇１３３名、玉名２７０名、鹿本８５名、菊池２６８名
・上益城広域本部
日時：令和８年３月１１日、受講者数：１８４名
・天草広域本部
日時：令和８年１月５日～２月２７日までの任意の
日、受講者数：３６１名
※５つの広域本部・地域振興局のなかで、県北広域
本部と上益城地域振興局が消費生活分野をテーマ
に設定していた

健康福祉
政策課地
域支え合
い支援室

地域福祉
班

　■重点施策５　消費者行政を推進するための体制整備

　　１　消費者の意見反映と消費者施策の透明性の確保

111

熊本県消費
者行政推進
本部等の開
催

　消費者行政の推進に係る施策に取り組んでいる関
係部局が連携し、県消費者基本計画に基づく施策の
総合的かつ効果的な推進を図るため、熊本県消費
者行政推進本部（同本部幹事会）を開催、又は情報
共有する。

【課題】
第５次消費者基本計画策定に当たり、各課の取組
状況を把握する必要がある。

【今後の方針】
消費者行政に係る関係部局である幹事会委員と、
情報共有、意見聴取を行いながら第五次消費者基
本計画を策定する。

○「第４次熊本県消費者施策の推進に関する基本
計画」に掲げる各施策・事業の推進状況について協
議・調整を行い、第５次計画策定に当たり反映させ
る。

○「第４次熊本県消費者施策の推進に関する基本
計画」に掲げる各施策・事業の推進状況について書
面照会し、結果を消費生活審議会に報告した。ま
た、第５次消費者基本計画策定にあたり、情報共有
及び意見聴取を行い各施策に反映させた（１１月）。

消費生活
課

企画推進
班

112
消費生活審
議会の開催

　消費者の意見を反映し、消費者の利益の擁護を図
り、消費生活の安定及び向上に関する重要な事項を
審議するため、消費生活審議会を開催する。

【課題】
第５次消費者基本計画策定に当たり、消費者を取り
巻く環境変化や国・県の取組状況等を踏まえ、審議
いただく必要がある。

【今後の方針】
第５次消費者基本計画の策定に当たり、県民の消
費生活の安定及び向上を確保するために審議会で
検討を行う。

○第４次消費者基本計画の成果や課題を審議会に
報告し意見を求めるとともに、第５次消費者基本計
画策定に反映させる。

○熊本県消費生活審議会を開催し、消費者基本計
画の進捗状況及び第５次計画の策定等について審
議した（8/１、11/4）。

消費生活
課

企画推進
班

　　２　県における体制整備

113
次世代消費
生活相談員
育成事業

　次世代の消費生活相談を担える人材を育成するた
め、消費生活相談員資格取得支援講座を実施す
る。
　消費者被害を早期に発見し、被害拡大、未然防止
を図る人材を育成するため、消費生活相談支援サ
ポーター育成講座を実施する。

【課題】
同規模他県より多くの相談件数に対応している状況
に加え、相談員の平均年齢は61歳と高齢化が進ん
でおり、次世代の相談員の育成が必要不可欠であ
る。

【今後の方針】
相談員の世代交代、相談業務の複雑化・多様化に
対応できる相談員の安定供給につなげ、もって県民
の消費生活の向上及び消費者行政の安定を図る。

○消費生活相談員資格取得支援講座を実施。（7～
9月、全4回）
○消費生活相談支援担い手育成講座を実施予定

○消費生活相談員資格取得支援講座を以下の日
程で4回実施（20名参加）
　・令和７年　７月１２日（土）10時00分～12時00分
　・令和７年　８月　２日（土）10時00分～12時00分
　・令和７年　９月　６日（土）10時00分～12時00分
　・令和７年１０月　４日（土）10時00分～12時00分
○市町村の相談窓口や地域において消費者行政
の推進への協力が可能な人材を育成することを目
的とした「消費生活相談サポーター育成事業」を実
施（受講者40名）。

消費生活
課

消費者支
援班
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参考　１

98
(再)

トラブル対処
法等被害防
止講話【再
掲】

　 サイバー犯罪被害防止のため、県内の学校、保
護者、教育関係者等を対象に、インターネットや携帯
電話等に関するトラブルの現状とその対処法につい
ての講話を実施する。

【課題】
サイバー事案は、多岐に及ぶだけでなく、新たな手
口が現れるなど無数に留意点が存在することから、
注意啓発内容の選定が困難であった。

【今後の方針】
サイバー事案被害防止のため、事案の発生状況や
流行の手口を分析し、より効果的かつタイムリーな
各種広報啓発活動を継続していく。

○本部各課や各警察署のほか、民間企業、教育機
関等と連携して、県民に対しサイバー犯罪被害防止
のための各種広報啓発活動を継続的に実施してい
る。
〈内容〉
・各種学校の生徒や保護者、教育関係者等を対象
とするサイバー犯罪被害防止講話を実施している
（講話件数１１件）。

〇本部各課や各警察署のほか、民間企業、教育機
関等と連携して、県民に対しサイバー犯罪被害防止
のための各種広報啓発活動を継続的に実施
（内容）
・各種学校の生徒や保護者、教育関係者等を対象
とするサイバー犯罪被害防止講話を実施（講話件
数250件）

警察本部
サイバー
犯罪対策

課

企画係

114
貸金業法に
基づく指導
監督

　貸金業法に基づく貸金業者の登録審査、立入検
査、指導監督を行うとともに、苦情相談への対応を
行う。

【課題】
貸金業法の改正により、登録拒否要件(純資産額要
件等)の厳格化、貸金業務取扱主任者（国家資格
者）の必置化、指定信用情報機関への加入義務
化、法定金利の引き下げや総量規制の導入等が行
われたことにより、登録貸金業者数は年々減少。そ
の一方で、貸金業関係の事務は煩雑・複雑化して
おり、今後も業者への適切な指導監督を行っていく
必要がある。

【今後の方針】
登録貸金業者に対して立入検査を実施のうえ必要
な指摘を行い、改善が見られない悪質業者には行
政処分を含めた指導監督を行う。

○貸金業法に基づく貸金業者の登録審査、立入検
査、指導監督を行うとともに、苦情相談への対応を
行う。
　登録審査予定　3業者
　立入検査予定　3業者

〇新規登録審査・現地調査：1業者
〇登録更新審査：4業者
〇登録変更審査：5業者
〇立入検査：3業者

消費生活
課

消費者支
援班

　　３　市町村における体制整備支援

115

新アクション
プランの策
定及び実施
支援

　国の新交付金見直し後も、市町村の消費生活相談
体制をはじめとする消費者行政の取組が維持される
よう、全市町村に対しヒヤリング等を実施し、それを
踏まえて新アクションプランを市町村とともに策定し、
その実施を支援する。

【課題】
R9年度までに推進事業（国交付金）の活用期間が
全て終了することに伴い、市町村の消費者行政が
衰退することがないよう、強化事業の活用等を推進
する必要がある。

【今後の方針】
市町村の今後の方針を注視しながら、引き続き新ア
クションプランの見直し調査を行う。

○国の交付金見直し後も市町村の消費者行政の取
組が維持されるよう、全市町村に対し新アクションプ
ランの見直しについて調査を実施し、市町村の消費
者行政の自主性・自立性の確保について支援す
る。

○R６に実施した調査結果をもとに、改めて全市町
村に対して新アクションプランの見直しに関する調
査を実施した。

消費生活
課

企画推進
班
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